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PPPフロンティアはPPPとイノベーションのクロスポイントに焦点を当てて

いる。 PPPとイノベーション、二つともトレンディな言葉である。マスコミにも

頻繁に登場する。世の中が行き詰ったときに希望の救世主のように現れる

言葉でもある。バズワードかもしれない。学術論文にも頻出する。しかし著

者によって相当幅のある意味合いで使われる。

最初にPPPの歴史、その使われ方を概観する。次に経済成長の源泉であ

るイノベーションについて解説しクロスポイントの中身に入っていく。

PPPとイノベーション政策について社会基盤、インフラとサービス統合など

今夏、金沢市で開催された国際会議PICMETの話題など交えて国際的な

動向を紹介する。

今日的な社会問題はこの連続トークの中でも多数取り上げられている。そ

して国政の場、様々な学術会議等で真剣に議論されている。

ここでは３つの高齢化（人、モノ、カネ）が引き起こす社会課題に焦点を当

てPPPフロンティアという考え、枠組みで解決策を構想し、『豊かな社会を創

るためにPPPができること』を紹介したい。

目 次

1. PPPフロンティアとは？

2. PPPの歴史、発展

3. イノベーション：経済成長の源泉

4. PPPとイノベーション政策

Horizon2020

5. ３つの高齢化とPPP

6. 事例編：特別講師の紹介

7. まとめ

3

1. PPPフロンティアとは？
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フロンティアフロンティアフロンティアフロンティア（frontier）とは、「最前線の」という意味であるが、別の意味

としては「新天地の」として表現される。

アメリカ合衆国の国勢調査局は、一平方マイルにつき人口が二人以上

六人以下の地域をフロンティアと定めていた。この地帯の外辺がフロン

ティア・ラインである。白人入植者によるインディアンに対する征服が進む

とともに、フロンティア・ラインは西部に漸次移動していき、1890年の国勢

調査局長が、フロンティア・ラインと呼べるものがなくなったことを国勢調

査報告書に記載した。これが「フロンティアの消滅」である。

1. PPPフロンティアとは？ (1)

PPP

イノベーション

Cross
Point

PPPとイノベーションのクロスポイントに着目する。
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価値

創造

活動を持続するためにはビジネスにする必要がある。補助金では限界がある。

市場

創造

PPPの可能性を追求、探索する

長寿と社会モデルの転換
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第１世代の社会モデル

第２世代の社会

1990年ごろ

第３世代の社会モデル

若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で

世の中が回る世の中が回る世の中が回る世の中が回る

若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力

(+)
高齢層の稼ぐ力と資産の稼ぐ力

で世の中が回るで世の中が回るで世の中が回るで世の中が回る60～～～～75才のセカンドライフ世代が才のセカンドライフ世代が才のセカンドライフ世代が才のセカンドライフ世代が

自分世代の自分世代の自分世代の自分世代のEnjoy Life追求に加えて追求に加えて追求に加えて追求に加えて

(A)より若い世代、より若い世代、より若い世代、より若い世代、(C)より高齢世代より高齢世代より高齢世代より高齢世代

ののののHappy Life支援をする支援をする支援をする支援をする
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ＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰ

社会システム

科学技術

仕組の変革

制度作り

課題・ニーズ

技術戦略

・技術開発費助成

・コンソーシアム

・社会実験

・戦略特区
革新

革新

技術革新技術革新技術革新技術革新 社会しくみ革新社会しくみ革新社会しくみ革新社会しくみ革新

豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会

新結合新結合新結合新結合

豊かな社会を創造して

いく上で、技術革新の成

果や可能性を最大限に

取り込むことが重要とな

る。「社会システム」と「科

学技術」は、相互に影響

し合いながらも、それぞ

れ個別の論理や力学に

よって発展する。限られ

た資源と時間の中で、技

術革新の成果を社会課

題解決に確実に結び付

けていくためには、これら

を双方に緊密に結びつけ

る “広義の公民連携

（PPP）”が欠かせない。

活動を持続するためにはビジネスにする必要がある。補助金では限界がある。

1. PPPフロンティアとは？ (2)

主体的実践論

技術経営、イノベーション経営を方法論とした社会課題の

解決へ向けた『政策及び事業』の構想・立案の講義・演習

1. PPPフロンティアとは？ (3)

外部講師の講義：

社会課題とその解決手段のヒントを提供

方法論の講義と演習：

受講者が少し汗をかいて方法論を習得
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Value for Money (VFM)

マクロトレンド

の把握

BM演習

コンコルドコンコルドコンコルドコンコルド

１９６９年初飛行１９６９年初飛行１９６９年初飛行１９６９年初飛行

２０００年事故

２００３年最後の営業飛行

原子力船「むつ」原子力船「むつ」原子力船「むつ」原子力船「むつ」

１９６９年進水１９６９年進水１９６９年進水１９６９年進水

１９７４年放射線漏れ→漂流

１９８４年廃船決定

１９９３年原子炉解体

アポロ計画アポロ計画アポロ計画アポロ計画

１９６９年１１号月面着陸１９６９年１１号月面着陸１９６９年１１号月面着陸１９６９年１１号月面着陸

１９７０年１３号事故で帰還

１９７２年１７号で中止（計画は２０号）

１９６９年１９６９年１９６９年１９６９年

出典：『時代を見る目』東京大学・原島博教授(2008)

フロンティアフロンティアフロンティアフロンティア

工学工学工学工学

都市基盤、交通基盤、ネットワーク基盤・・・都市基盤、交通基盤、ネットワーク基盤・・・都市基盤、交通基盤、ネットワーク基盤・・・都市基盤、交通基盤、ネットワーク基盤・・・

これまでは：インフラ（基盤）を整備これまでは：インフラ（基盤）を整備これまでは：インフラ（基盤）を整備これまでは：インフラ（基盤）を整備

これからは：インフラに加えて、これからは：インフラに加えて、これからは：インフラに加えて、これからは：インフラに加えて、

その上にいかなる「文化」を築くかがその上にいかなる「文化」を築くかがその上にいかなる「文化」を築くかがその上にいかなる「文化」を築くかが

重要重要重要重要

出典：『時代を見る目』東京大学・原島博教授(2008)

フロンティアフロンティアフロンティアフロンティア

2. PPPの歴史、発展
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PPPの歴史
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PPPとイノベーションのクロスポイント

Contents 
Introduction ................................................................. 4 
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Partnerships ....4 
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Public-Private Partnerships and the Free Market 

System ................................................................11 

Department of Homeland Security 

Leverages Public-Private Partnerships ........... 16 

Execution and Action ........................................................... 21 

CRADAs: An Overview ......................................................... 28 

Transformational Change beyond DHS ............................ 29 

Communities of Practitioners and 

Dual-Use Technologies .. 34 

Creating an Integrated Approach: 

Blending and Coordinating Efforts at DHS ...... 36 

Liability Protection for Anti-Terrorism Technologies.......39

例) President Thomas Jefferson in 1802,,
アメリカ合衆国国土安全保障省

定員 21万6000人、年間予算 551億 米ドル（2010年度)

設置 2001.11.25  
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Public-Private Partnerships Defined

A Public-Private Partnership (P3) is a contractual arrangement between a public 
agency (federal, state or local) and a private sector entity. Through this agreement, the 
skills and assets of each sector (public and private) are shared in delivering a service 
or facility for the use of the general public. In addition to the sharing of resources, 
each party shares in the risks and rewards potential in the delivery of the service 
and/or facility.

7 Keys to Successful P3s
The following are to be considered “best practices” in the development of Public-Private 
Partnerships (P3s). It is recognized that the methodology for implementation of P3s can 
vary, depending on the nature of a given project and local concerns. Given this, it is the 
position of the NCPPP that these are “best practices”:

1) PUBLIC SECTOR CHAMPION:公共部門の推進公共部門の推進公共部門の推進公共部門の推進

2) STATUTORY ENVIRONMENT:法的環境法的環境法的環境法的環境

3) PUBLIC SECTOR’S ORGANIZED STRUCTURE:公共部門の対応可能な組織構造公共部門の対応可能な組織構造公共部門の対応可能な組織構造公共部門の対応可能な組織構造

The public sector should have a dedicated team for P3 projects or programs. This unit should be involved from conceptualization to 
negotiation, through final monitoring of the execution of the partnership. This unit should develop Requests For Proposals (RFPs) that 
include performance goals, not design specifications. Consideration of proposals should be based on best value, not lowest prices. 
Thorough, inclusive Value for Money (VfM) calculations provide a powerful tool for evaluating overall economic value.

4) DETAILED CONTRACT (BUSINESS PLAN):
5) CLEARLY DEFINED REVENUE STREAM:
6) STAKEHOLDER SUPPORT:
7) PICK YOUR PARTNER CAREFULLY:

http://www.ncppp.org/

ＰＰＰの拡大：フロンティア

注 CSV: creating shared value
M. Porter

市場

民間

社会

地域

政府

行政

CSVCSVCSVCSV

産学官

社会

連携

(1)

(2)

(3)

[1]
PPPのトライアングルから

PPPフロンティアを考える。

民間の視点重視

１１１１ インフラ開発インフラ開発インフラ開発インフラ開発

シティﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄシティﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄシティﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄシティﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

海外海外海外海外PPP/PFI、、、、世界銀行、世界銀行、世界銀行、世界銀行、PJﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽﾌｧｲﾅﾝｽ

大学、シティマネージャー大学、シティマネージャー大学、シティマネージャー大学、シティマネージャー(米国米国米国米国)

２２２２ CSV
新資本主義新資本主義新資本主義新資本主義

地域社会価値地域社会価値地域社会価値地域社会価値

ビジネスモデルのフロンティアビジネスモデルのフロンティアビジネスモデルのフロンティアビジネスモデルのフロンティア

社会企業家、ソーシャルビジネス社会企業家、ソーシャルビジネス社会企業家、ソーシャルビジネス社会企業家、ソーシャルビジネス

シェアビジネス、中小企業シェアビジネス、中小企業シェアビジネス、中小企業シェアビジネス、中小企業

３３３３ 産学官・社会産学官・社会産学官・社会産学官・社会

連携モデル連携モデル連携モデル連携モデル

21世紀型社会課題世紀型社会課題世紀型社会課題世紀型社会課題

①人口爆発と高齢化の進展①人口爆発と高齢化の進展①人口爆発と高齢化の進展①人口爆発と高齢化の進展

②資源、環境、エネルギー②資源、環境、エネルギー②資源、環境、エネルギー②資源、環境、エネルギー

③食、農業、バイオ、ゲノム③食、農業、バイオ、ゲノム③食、農業、バイオ、ゲノム③食、農業、バイオ、ゲノム

④医療、健康、介護④医療、健康、介護④医療、健康、介護④医療、健康、介護

⑤福祉・社会保障、ソーシャルビジネス⑤福祉・社会保障、ソーシャルビジネス⑤福祉・社会保障、ソーシャルビジネス⑤福祉・社会保障、ソーシャルビジネス

行政

公共空間

[2]
公共空間は拡大

行政は縮む

[3]
公民連携による国のビジネスインフラの強化

国の知的資産の有効活用
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3. イノベーション：経済成長の源泉
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経済成長 ＝ Ｆ（労働力、資本、生産性）

日本再興戦略(2013,2014)の中で最も頻出する言葉

１．シュンペーター

16

ヨーゼフ・アーロイス・シュンペーター（Joseph Alois Schumpeter、1883年2月8日

- 1950年1月8日）は、オーストリア・ハンガリー帝国（後のチェコ）モラヴィア生まれ

のオーストリアの経済学者である。企業者の行う不断のイノベーション（革新）が

経済を変動させるという理論を構築した。また、経済成長の創案者でもある。

生年月日: 1883年2月8日、チェコ トジェシュチ

死没: 1950年1月8日, アメリカ合衆国 コネチカット州 ソールズベリー

•イノベーションはシュンペーターの理論の中心概念である。初期の著書『経済発経済発経済発経済発

展の理論展の理論展の理論展の理論(1926)』では新結合新結合新結合新結合と呼んでいた。

•イノベーションとは、経済活動において旧方式から飛躍して新方式を導入するこ

とである。日本語では技術革新と訳されることがあるが、イノベーションは技術の

分野に留まらない。シュンペーターはイノベーションとして以下の5類型を提示し

た。

1.新しい財貨の生産

2.新しい生産方法の導入

3.新しい販売先の開拓

4.新しい仕入先の獲得

5.新しい組織の実現(独占の形成やその打破)
•イノベーションの実行者を企業者企業者企業者企業者(アントレプレナーアントレプレナーアントレプレナーアントレプレナー: entrepreneur)と呼ぶ。この

意味における企業者は、一定のルーチンをこなすだけの経営管理者（土地や労

働を結合する）ではなく、生産要素を全く新たな組み合わせで結合し(新結合: 
neue Kombination)、新たなビジネスを創造する者として重視される。この点を明

確にするため近年は起業者起業者起業者起業者と訳されることがある。



「イノベーション」の基本的考え方 東大 丹羽 清

イノベーション（革新）

シュンペーター「経済発展の理論」1926

� イノベーション（新結合）

� 新製品や新生産方式の開発（狭義の「技術革新」）

� 新市場の開拓

� 新販売法の開発

� 新資源供給源の開拓

� 新組織等の開発

� 慣行軌道の変更（非連続的変化，創造的破壊）

� 非連続的変化：（例）駅馬車から鉄道

� 連続的変化： （例）小規模の小売店から百貨店の形成

� Ｓ字カーブの乗り換えに対応

「イノベーション」の基本的考え方 東大 丹羽 清

イノベーションとはＳ字カーブの乗り換え
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1980-20001950-19801900-19501850-1900

移動手段の劇的な進化移動手段の劇的な進化移動手段の劇的な進化移動手段の劇的な進化

距離の制約を越えた距離の制約を越えた距離の制約を越えた距離の制約を越えた

グローバルな活動が進展グローバルな活動が進展グローバルな活動が進展グローバルな活動が進展

世界初の

電話機

日本初の

Fax機

携帯電話

サービス開始

西部開拓時代の

幌馬車

民間ジェット機

初運行

大量輸送時代へ

通信手段の劇的な変化通信手段の劇的な変化通信手段の劇的な変化通信手段の劇的な変化

時間・距離・場所の制約を越え時間・距離・場所の制約を越え時間・距離・場所の制約を越え時間・距離・場所の制約を越え

るコミュニケーションが進展るコミュニケーションが進展るコミュニケーションが進展るコミュニケーションが進展

ライト兄弟初飛行

西部開拓時代の

蒸気機関車

インターネット

世界初の

モールス信号機

音声

信号

イメージ

移動通信

データ

画像

新たな

変革
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時間、距離、場所の概念を変えたイノベーション ２．ドラッガー
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ドラッガーは

1. 企業の基本機能はマーケティングとイノベーションの２つだという。

2. イノベーションとは、従来とは違う新しく価値ある事業やサービスを起こすこと。

3. マネジメント（一般）とは、目標と現実との差を察知して、その差を縮める施策を

行うことを意味する。従来の軌道上を暗黙の前提としている。

4. イノベーションは軌道の変更であるので、新軌道がどこにあり、またなんである

かを決めなければならない。一般のマネジメントとはかなり異なる。イノベーショ

ンマネジメントの理論は未だ構築されていない。

5. イノベーションの機会をどこに探すべきかは分かる。変化の中に機会を探す。

1. 予期しないこと（成功、失敗、外部の出来事）の生起

2. 現実と理想との不調和

3. 仕事改善のニーズ

4. 産業構造や市場構造の変化

5. 人口構造の変化

6. ものの見方、感じ方、考え方の変化

7. 新しい知識の出現

「Peter Ferdinand Drucker」（1909年11月19日～2005年11月11日）

オーストリアが生んだ経営学の大家で哲人。

「民営化」「ベンチマーキング(bench marking)」「コアコンピタンス(Core competency)」をはじめ、マネジメ

ントスキル（management skill）のほとんどを生み育てた功績から、「マネジメントの父」とも称されている。

企業の目的

ドラッガーは企業の目的は顧客の創造＝顧客の満足であるとする。利潤は前提＝

条件である。

企業を社会諸機関の１つとすることにより、市場経済下の社会的分業関係の担い

手を営利企業だけでなく学校、病院、行政体等の非営利の社会的諸組織も含め

た。

マネジメントの考え方を非営利諸組織に拡大・適用することができた。日本の従来

の民間と公共(官)の２分法を超えることになった（ＮＰＯと行政の経営）。

イノベーション

シュンペーターの５つのイノベーション概念に次の３つの新しい性格概念を加えた。

技術的イノベーション：単なる発明ではなく、新商品等をもたらす技術開発・事業化

経済的イノベーション：生産・流通・組織等の改革・革新

社会的イノベーション：非営利分野や経済社会制度の改革・革新

21

ドラッガーの企業論、イノベーション論

4. PPPとイノベーション政策

22

PPPをGoogle 検索

23

キーワードキーワードキーワードキーワード ヒット数ヒット数ヒット数ヒット数(万件万件万件万件)

1 City 5,080

2 Community 4,720

3 School 4,480

4 Government 4,050

5 Technology 3,950

6 Environment 3,210

7 Healthcare 3,140

8 Water 3,130

9 Innovation 2,960

10 Infrastructure 2,850

11 Transportation 2,790

12 Power Station 296

13 Highway 231

14 NIH 29.6

15 DARPA 10.8
24

産業競争力会議 ＩＴ戦略本部 総合科学技術会議 財政諮問会議

議 長 安倍 晋三 首相

(IT戦略本部は本部長)

主な民間議員 竹中平蔵氏

三木谷浩史氏

中鉢良治氏

渡辺捷昭氏

久間 和生氏

原山 優子氏

伊藤 元重氏

小林 喜光氏

医薬品のネット

販売解禁

○ ○

ビッグデータの

活用

○ ○ ○

インフラ政策の

見直し

No.5(0329)

インフラ輸出※1

No108(0328)

次世代インフラ構築

No10(0507)

社会資本整備

ＰＰＰ活用

○ ○ ◎

研究開発の司

令塔機能強化

○ ○

国の政策、政治課題としてのPPP

出典：日本経済新聞(2013.4.29)筆者加筆

※1:電力、水、鉄道、情報通信、衛星、環境関連
2020年に約30兆円の受注を目標とするインフラシステム輸出戦略。

コンセッション方式の加速でインフラ輸出の強化コンセッション方式の加速でインフラ輸出の強化コンセッション方式の加速でインフラ輸出の強化コンセッション方式の加速でインフラ輸出の強化(2014.5.19)

第１９回産業競争力会議(14.9.18)

A .現状現状現状現状認識と認識と認識と認識と課題課題課題課題

B . 「「「「実現する成長戦略実現する成長戦略実現する成長戦略実現する成長戦略」」」」

C . 「「「「進化する成長戦略進化する成長戦略進化する成長戦略進化する成長戦略」」」」

B . 「「「「実現する成長戦略実現する成長戦略実現する成長戦略実現する成長戦略」」」」

＜＜＜＜重点的にフォローアップを行う主な施策例＞重点的にフォローアップを行う主な施策例＞重点的にフォローアップを行う主な施策例＞重点的にフォローアップを行う主な施策例＞

（１）収益力強化・産業の新陳代謝（１）収益力強化・産業の新陳代謝（１）収益力強化・産業の新陳代謝（１）収益力強化・産業の新陳代謝

・「コーポレートガバナンス・コード」の策定

（２）働き方改革等（２）働き方改革等（２）働き方改革等（２）働き方改革等

（（（（３）立地競争力の強化３）立地競争力の強化３）立地競争力の強化３）立地競争力の強化

・・・・PPP/PFIの活用の活用の活用の活用

・対日直接投資残高倍増に向けた取組・対日直接投資残高倍増に向けた取組・対日直接投資残高倍増に向けた取組・対日直接投資残高倍増に向けた取組

（４）攻めの農林水産業の展開（４）攻めの農林水産業の展開（４）攻めの農林水産業の展開（４）攻めの農林水産業の展開

（（（（５）健康産業の活性化と質の高いヘルスケアサービス５）健康産業の活性化と質の高いヘルスケアサービス５）健康産業の活性化と質の高いヘルスケアサービス５）健康産業の活性化と質の高いヘルスケアサービス

・非営利ホールディングカンパニー型法人制度の創設

・公的保険外サービス産業の活性化

（健康・予防インセンティブ付与等）

・保険外併用療養制度の大幅拡大

C . 「進化する成長戦略」「進化する成長戦略」「進化する成長戦略」「進化する成長戦略」

「ＷＧ（ワーキンググループ）」を設置し、検討を深める。

１１１１．生産性・収益力の向上（．生産性・収益力の向上（．生産性・収益力の向上（．生産性・収益力の向上（IT /イノベーションイノベーションイノベーションイノベーション/ベンチャーベンチャーベンチャーベンチャー 等）等）等）等）

企業の生産性・収益力を高めるとともに、我が国から常にイノベーションが生

まれ続ける環境を構築することで、持続的な経済成長の実現を図る。そのた

めに必要な施策の検討を行う。

1. 「「「「守り」から「攻め」への守り」から「攻め」への守り」から「攻め」への守り」から「攻め」へのIT投資の「質」の転換投資の「質」の転換投資の「質」の転換投資の「質」の転換

2. 大学改革とイノベーション・ナショナルシステム改革の一体的推進

3. 新た新た新た新たな事業創出や産業・企業の新陳代謝の促進（ベンチャー創な事業創出や産業・企業の新陳代謝の促進（ベンチャー創な事業創出や産業・企業の新陳代謝の促進（ベンチャー創な事業創出や産業・企業の新陳代謝の促進（ベンチャー創

出等）出等）出等）出等） 等等等等

２．働き方・人材改革の実現２．働き方・人材改革の実現２．働き方・人材改革の実現２．働き方・人材改革の実現

３３３３．地域の経済構造改革の実現．地域の経済構造改革の実現．地域の経済構造改革の実現．地域の経済構造改革の実現

「まち・ひと・しごと創生本部」と連携し、地域の経済構造改革を実現するた

めの施策の検討を行う。

1. 地域地域地域地域におけるイノベーションシステムの構築におけるイノベーションシステムの構築におけるイノベーションシステムの構築におけるイノベーションシステムの構築

2. 産業産業産業産業、雇用の場の集約化・ネットワーク化、雇用の場の集約化・ネットワーク化、雇用の場の集約化・ネットワーク化、雇用の場の集約化・ネットワーク化

3. 地域地域地域地域公共サービスへの民間ノウハウの活用公共サービスへの民間ノウハウの活用公共サービスへの民間ノウハウの活用公共サービスへの民間ノウハウの活用

4. 地域地域地域地域を支える成長産業を支える成長産業を支える成長産業を支える成長産業,基盤的産業支援基盤的産業支援基盤的産業支援基盤的産業支援 等等等等

４．海外市場の成長の取り込み４．海外市場の成長の取り込み４．海外市場の成長の取り込み４．海外市場の成長の取り込み

経済成長を続ける新興国の都市・産業構造の変化に対応し、現地都市開

発の実施等、海外市場の成長を取り込むための施策の検討を行う。

５．「改革２０２０（仮称）」の実現５．「改革２０２０（仮称）」の実現５．「改革２０２０（仮称）」の実現５．「改革２０２０（仮称）」の実現

オリンピック・パラリンピック東京大会等が開催され、世界中の多くの人々が

日本を訪れる2020年をモメンタムとして、改革・イノベーション・活動・環境整

備をスピード感を持って実現するためのアクションプランを整理。システム・ソ

リューション輸出の拡大、クール・ジャパンの展開、訪日観光客の継続的拡

大、高度外国人材の呼び込み、対日投資の拡大等に繋げる好機とする。

2015年1月取りまとめ

第１９回産業競争力会議(14.9.18)
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Dear Dr. Hitoshi Abe

PICMET'14 (Portland International Center for Management of 

Engineering and Technology) Conference was completed yesterday in 

Kanazawa, Japan. With every measure, it was a huge success.

PICMET'14 received 807 submissions from more than 200 

universities, corporations, consulting and government agencies in 

30+ countries. After the blind refereeing process, 385 papers were 

included in the conference and indexed in IEEE Xplore, Compendex

and Inspec. 

Well over 500 colleagues attended PICMET‘14 to hear the 8 keynote 

speeches, to participate in the 130 paper sessions, tutorials and 

panel discussions. Our guests enjoyed the beauty of the City of 

Kanazawa, the rest of Japan, the delicious Japanese cuisine and the 

richness of the Japanese culture.

途中省略

Best wishes,

Dundar Kocaoglu, Ph.D.

President and CEO, PICMET 

PICMET14 参加参加参加参加記録記録記録記録

7/28 7/29 7/30 7/31

Plenary
8:30-

大橋徹二大橋徹二大橋徹二大橋徹二 コマツ社長コマツ社長コマツ社長コマツ社長

Promoting GEMBA (Workplace) 

Innovation

コマツのダントツ技術・製品

ビジネスの紹介

岩田岩田岩田岩田 眞二郎眞二郎眞二郎眞二郎 日立副社長日立副社長日立副社長日立副社長

Hitachi Group’s Social Innovation

2009年歴史的損失で社会イノ

ベーションへ転換、日立の社会

インフラ事業のフレーム説明

CSVの考えに立脚

安永氏規格協会、経産省

Restructuring Japan’s Gov. R&D 

Policy toward a More Innovation-

oriented Economy 公的R&Dをベ

ンチャー、産学連携、Bizへ橋渡

しする方法論、実践論、事例

Bullinger ﾌﾗｳﾝﾎｰﾌｧｰ協会

Safeguarding Growth and 

Prosperity: What successful 

innovators have in common

ドイツのイノベーション政策・実

行現状,Q/A興味あり

小縣方樹小縣方樹小縣方樹小縣方樹 JR東日本副会長東日本副会長東日本副会長東日本副会長

Management and Technical 

Innovation of Railway as Social 

Infrastructure can make higher 

Quality of Life

注1)

Dr. Oliver Yu
The STARS Group CEO

San Joseビジネス校役員

Total System innovation 
Management: An Overview 
with Applications to Creative 
Idea Generation 注2)

Dr. T.L.Magnanti
シンガポール工科デザイン大学

学長、MIT教授

Design driven innovation を担

うWorld Class Innovation大学

を設計、立ち上げ、運営。MIT
浙江大と連携 注3)

Atalay 米国教授、トルコ系

Lessons from History: How the 

West Surged Ahead, and How 

the East Finally Caught Up

・The Six Killer Apps of West

・歴史を創った100人

10:30-
12:00

台湾Ku Shan 大(台南) PPP

東洋大 BM for Social Challenges, 

MOT & PPP

台湾大Corporate BM Innovation

・3D Printing 知財分析

・ダイキンとパナの空調機分析

⇒東工大・田中教授

・技術ロードマッピング

TM in the service sector

Cambridge 大

関係者の発表

渡部誠一氏など

14:00-
15:30

MD09宮崎東工大 EV特許解

析からの技術進歩軌道

精華大Forecasting Dental Implant 

Technologies Using Patent Analysis

◆コマツ、粟津工場見学

中小型トラクター生産

バーチャル実験室、3D操作

組立工程の見学、流れ作業

24+6人、2ライン

16,000台／年

工場には3000人雇用

16:00-

17:30

1. ME01台湾 An Exploratory 

Research of Business Model

2. ME03斉木Patent Survey to 

Japanese R&D-Directed Firms

3.Gibson: Review of BM Innovation

Portland州立大

○技術予測：いま一つ

○通信技術のマネジメント

○技術の戦略マネジメント

発表がいまひとつ

PICMET14 (2014.7.27-31) 参加記録

JR東日本：社会的インフラとしての鉄道事業に関わる企業経営、事業マネジメント論

“インフラ(技術)とサービスの統合”

1700万人／日、30,696Mil／年 これは世界の30%乗降客

収入モデル：非旅客32%、旅客68% ⇒ 59%メトロポリタン、27%新幹線

注1) 注2)OKIのイノベ・エコに有益

注3)アジア諸国に世界大学設立の機運がある。

◆韓国、シンガポール、香港、台湾 27

科学技術予測調査：社会基盤

文部科学省科学技術・学術政策研究所では2014 年度に第10 回科学技術予測調査(1971に第１回)を行う。

バックキャスティングの手法論では、社会課題の抽出、技術課題へのブレークダウンと進んで行くが、最先端の科学技術課題につなが

り難いという問題があった。社会課題の多くは法制度による対応や、既存技術の組み合わせ等により解決される例が多く、産業政策上

の論点が非常に大きいという特徴がある。

この論点はビジネスモデルイノベーションや、バリューチェーンイノベーション、リバースイノベーション、システム化、MOT 

(Management  of Technology：技術経営)上の重要な論点を含んでおり、知識社会化、サービス化の論点では非常に重要である。

しかし一方で最先端の科学技術とどのように繋

げるのかは、やはり別の仕組みが必要となる。そこ

でシーズベース、科学技術課題ベースのフォー

キャスト手法も必要となるが、単にディシプリンベー

ス、学問分類のベースでは社会課題に繋がり難い

のも事実である。

そこで、第10 回科学技術予測調査では、技術分野

を細分化せず、融合を考慮したうえで、下記8 分野

を設定した。

（１）ICT・アナリティクス

（２）健康・医療・生命科学

（３）農林水産・食品・バイオテクノロジー

（４）宇宙・海洋・地球・科学基盤

（量子ビーム、データサイエンス、計測）

（５）環境・資源・エネルギー

（６）マテリアル・デバイス・プロセス

（７）社会基盤

（８）サービス化社会

従来は各分野の技術を領域に細分化し、その領

域の網羅性を重視していたが、第10 回の科学技

術予測調査では、目的別に各分野を十～十数程

度の細目に分類することとした。

28

科学技術予測調査：社会基盤

出典：研究技術計画学会第29回 年次学術大会

予稿集 林、他PP.902-905 @立命館大学 (2014.10.18-19)

29 30http://ec.europa.eu/research/industrial_technologies/information-day-for-ppp-2014_en.html

Horizon2020 社会的チャレンジ(欧州のPPP) 

Horizon2020の投資分野

33.
2%

最初の目標最初の目標最初の目標最初の目標は、欧州における「卓越した科卓越した科卓越した科卓越した科

学学学学」を支援することである。246億ユーロの

予算は、科学における世界のリーダーとし

てのEUの存在を強化することになる。

24.
1%

第第第第2の目標の目標の目標の目標「産業リーダーシップ産業リーダーシップ産業リーダーシップ産業リーダーシップ」は、179億

ユーロの予算を有し、研究とイノベーション

に投資する上で、欧州をより魅力あるもの

にすることになろう。

42.
7%

第3の目標は「社会的チャレンジ」であり、欧

州市民の生活に影響する主要問題に取り組

むために、317億 ユーロが割り当てられる。

その重要領域は次の通り：

Public Private Partnerships in research
Home > Public Private Partnerships in research

EU industrial leadership gets boost through new 

research partnerships 

On 17 December 2013 the European Commission 

launched eight contractual Public Private Partnerships 

(PPPs) of strategic importance for European industry. 

(Press release) 

The partnerships will leverage more than €6 billion of 

public investments with each euro of public funding 

expected to trigger additional investments to develop 

new technologies, products and services which will give 

European industry a leading position on world markets.

These PPPs are based on roadmaps for research and 

innovation activities which are the result of an open 

consultation process and which have been positively 

evaluated by the European Commission with the help of 

independent experts. 

The PPPs will be implemented through open calls under 

Horizon 2020, the new EU Programme for Research and 

Innovation for 2014-2020. The first Horizon 2020 Work 

Programme for 2014-15, published on 11 December 

2013, foresees around €1.45 billion for these eight PPPs.
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H2020 Information Day on Research PPPs 

21 October 2014

Home > Public Private Partnerships in 

research > H2020 Information Day for PPPs 

21 October 2014

Information Days on the Research PPPs

on Factories of the Future, Energy-efficient 

Buildings,

Green Vehicles and Sustainable Process 

Industry

http://ec.europa.eu/research/industrial_technologies/information-day-for-ppp-2014_en.html

An Information Day on the Research PPPs took place on 

21 October 2014 in Brussels. 

The aim of the event was to give the research community 

an overview of ongoing activities, and to support the 

preparation of proposals for the 2015 calls. 

The info day offered plenty of opportunities for 

networking. 

Listen to the recordings of the different sessions : 

Plenary session (9:30 to 12:00)

Parallel sessions (13:30 – 15:00 and 15:30 - 18:00) 

Factories of the Future

Energy-efficient Buildings

Sustainable Process Industry

European Green Vehicles Initiative

Privacy Statement (PDF version, 137KB)

Participants list (PDF version, 250KB)

欧州のPPP Horizon2020
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インフラとサービス統合の市場規模、企業戦略

IBMのスマートシティ

1. 行政サービス

2. 交通

3. 公共安全

4. 医療

5. 教育

6. エネルギーと

ユーティリティ

7. 通信

スマートコミュニティ

アライアンス

1. 環境

2. エネルギー

3. 高齢社会対応

発電

鉄道

道路

ガス

水道

・

・

各社の考えるスマートシティ

0

200

400

600

800

1000

2030年市場規模(兆円)

行政

ホーム

医療

モビリティ

エネルギー

その他

出典：ｽﾏｰﾄｼﾃｨｻｰﾋﾞｽ市場:日経BPｸﾘｰﾝﾃｯｸ研究所



5. ３つの高齢化とPPP

33

経済成長 ＝ Ｆ（労働力、資本、生産性）
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� 人の高齢化

� モノ(社会インフラ)の高齢化

� 金の高齢化

３つの高齢化：高齢社会のインパクト

高齢社会で公共サービスの

需要は増大、

しかし制約も増大

制約を解決するＰＰＰへの期待

人の高齢化

35 36

モノの高齢化

今後想定される

更新額（推定）

これまでのインフラ

投資額

次々と高齢期次々と高齢期次々と高齢期次々と高齢期((((更新期更新期更新期更新期))))を迎える社会インフラを迎える社会インフラを迎える社会インフラを迎える社会インフラ

●●●● 高度経済成長期高度経済成長期高度経済成長期高度経済成長期(1954(1954(1954(1954～～～～1973)1973)1973)1973)に集中的な社会ｲﾝﾌﾗ整備に集中的な社会ｲﾝﾌﾗ整備に集中的な社会ｲﾝﾌﾗ整備に集中的な社会ｲﾝﾌﾗ整備

●●●● 30303030年くらいを経過すると老朽化による事故の発生確率が高まる年くらいを経過すると老朽化による事故の発生確率が高まる年くらいを経過すると老朽化による事故の発生確率が高まる年くらいを経過すると老朽化による事故の発生確率が高まる

（ｲﾝﾌﾗの種類、稼動状況により年数は異なる）

●社会ｲﾝﾌﾗの整備が先行した大都市圏では、●社会ｲﾝﾌﾗの整備が先行した大都市圏では、●社会ｲﾝﾌﾗの整備が先行した大都市圏では、●社会ｲﾝﾌﾗの整備が先行した大都市圏では、30303030年超のｲﾝﾌﾗが年超のｲﾝﾌﾗが年超のｲﾝﾌﾗが年超のｲﾝﾌﾗが50%50%50%50%以上以上以上以上

●更新の投資額（●更新の投資額（●更新の投資額（●更新の投資額（2050205020502050年まで）年まで）年まで）年まで） 約約約約 20202020兆円／年兆円／年兆円／年兆円／年 (海外更新需要： 1,900兆円／年)

高度経済成長期に投資された社会インフラが、この後高度経済成長期に投資された社会インフラが、この後高度経済成長期に投資された社会インフラが、この後高度経済成長期に投資された社会インフラが、この後50505050年にかけて次々と更新期を迎える年にかけて次々と更新期を迎える年にかけて次々と更新期を迎える年にかけて次々と更新期を迎える 出所：内閣府「日本の社会資本」

国土基盤：国土基盤：国土基盤：国土基盤： 堤防、治水堤防、治水堤防、治水堤防、治水

公共施設：公共施設：公共施設：公共施設： 病院、学校病院、学校病院、学校病院、学校

生活・都市・産業基盤：生活・都市・産業基盤：生活・都市・産業基盤：生活・都市・産業基盤： 上下水道上下水道上下水道上下水道 （ちなみに、上水道は厚労省、下水道は国交省）

国際ﾈｯﾄﾜｰｸ：国際ﾈｯﾄﾜｰｸ：国際ﾈｯﾄﾜｰｸ：国際ﾈｯﾄﾜｰｸ： 空港、港湾空港、港湾空港、港湾空港、港湾

国内ﾈｯﾄﾜｰｸ国内ﾈｯﾄﾜｰｸ国内ﾈｯﾄﾜｰｸ国内ﾈｯﾄﾜｰｸ（交通基盤）（交通基盤）（交通基盤）（交通基盤）：：：： 橋梁、道路橋梁、道路橋梁、道路橋梁、道路

米国は、1930年代（ﾆｭｰﾃﾞｨｰﾙ政策の頃）に整備された社会ｲﾝﾌﾗが1980年代に数多く損壊

ｲﾝﾌﾗ維持・更新事業は、欧米企業が30年先行

上下水道上下水道上下水道上下水道

橋梁、道路橋梁、道路橋梁、道路橋梁、道路

堤防、治水堤防、治水堤防、治水堤防、治水

2014
～～～～

2018
2024

～～～～2030
2040

～～～～ 2048

更新投資額見込み更新投資額見込み更新投資額見込み更新投資額見込み(兆円)
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金の高齢化

◇ファイナンスの視点

→公共投資

→若者の雇用創出

年金資産をどう運用する?

伝統的投資:上場株式、債券

代替投資 :未公開株、不動産投資、

ヘッジファンド、商品投資

インフラ投資ファンド

GPIFはははは2012年末に運用資産年末に運用資産年末に運用資産年末に運用資産120兆円兆円兆円兆円

しかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回る

GPIFはインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資

する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随

財政は逼迫している。しかし年金資産はたっぷりある。

◆2020年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責

任投資を５倍増（任投資を５倍増（任投資を５倍増（任投資を５倍増（1兆円弱兆円弱兆円弱兆円弱⇒⇒⇒⇒５兆円）に５兆円）に５兆円）に５兆円）に

・・・東証の上場インフラ・ファンド市場創設3やＪＢＩＣ等のインフラ案件等に係る債権

流動化4等、現在検討が進む構想について、ユーザーのニーズを考慮し早期に実

現すべき。

・・・年金基金による投資環境整備のためのガイドライン(社会的責任投資の目的追

求と受託者責任が矛盾しない政策的条件の明確化）の策定を通じて、参入を拡大

し、社会的責任投資の世界標準を日本が牽引すべき。

◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議2014年第年第年第年第2回資料回資料回資料回資料 (2014.2.20)

Point
閑話休題：社会イノベーションを支える投資
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• 東証は2015年、インフラファンド市場を創設する。

再生可能エネルギーなどへ投資する。

• ソーシャルインパクト債：民間資金を公共サービスに充てる。

• ソーシャルベンチャーパートナーズ(SVP)

社会問題の解決を目指す起業家へ金を出す。

• クラウドファンディング

• ファンドレージィング

世界の社会的責任投資の市場規模

欧州

米国

カナダ

日本

その他8兆7580億ドル

3兆7400億ドル

5890億ドル

100億ドル

4710億ドル

• 社会的責任投資は環境など社会が

抱える課題を考慮し投資先を決める

手法。

• 20世紀前半に教会が資産運用する

際に酒やたばこなどを扱う企業を投

資先から外したことが起源とされる。

6. 事例編：特別講師の紹介

1. 未来予測

2. サイバーダイン

3. オープンガバメント、データ活用

4. プラチナ社会論：第二世代のリタ

イアメントコミュニティ(CCRC)

5. デンマークPPP先進事例

6. クラウドファンディング

7. クラウドソーシング

39 40

� (株)CSK (3年)

・社長室/経営企画

� マイクロソフト(株) (10年)

・マーケティング戦略(Word, Office)

・事業戦略/経営計画 (全社)

・新規事業/事業設計(Xbox)

� ㈱アクアビット代表取締役

サイバーダイン㈱事業推進部 部長

湘南ロボケアセンタ㈱社長

久野孝稔氏田中栄氏

渡辺誠一氏

㈱テックゲートインベストメント代表

ソニー㈱ 元常務

特別講師紹介

高木聡一郎氏

NTTデータ㈱

企画調整室IT政策推

進グループ 課長代理

ＰＰＰビジネスIII 外部講師活動の紹介

2014.4.10
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久野孝稔氏
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【事例C】医療・介護分野のPPPモデル（ロボットスーツＨＡＬ）

サイバーダイン社は介護機器、医療機器となるロボット

スーツを開発・提供している。

医療機器としてドイツで公的労災保険の適用対象と

なっており、日本においては介護保険適用及び医療機介護保険適用及び医療機介護保険適用及び医療機介護保険適用及び医療機

器としての認証器としての認証器としての認証器としての認証を進めている。2014年３月に東商マザー年３月に東商マザー年３月に東商マザー年３月に東商マザー

ズに上場ズに上場ズに上場ズに上場した。

また、ロボットスーツの普及ロボットスーツの普及ロボットスーツの普及ロボットスーツの普及のために、これまで無かっ

た生活支援ロボットの国際安全規格の策定についても

主導。新たに策定されたＩＳＯ13482の世界初の認証を取

得した。

医療用・介護用ロボットスーツは医療・介護のイノベーションを起こす技術だが、その

普及には医療保険制度や介護制度の適用が必要普及には医療保険制度や介護制度の適用が必要普及には医療保険制度や介護制度の適用が必要普及には医療保険制度や介護制度の適用が必要である。新技術ゆえに開発当初、制

度は当然、未整備である。そのため、「公」による制度対応という連携「公」による制度対応という連携「公」による制度対応という連携「公」による制度対応という連携が求められる。

また技術の普及拡大を、安全性の認証等について公的性格の持つ国際認証の策定公的性格の持つ国際認証の策定公的性格の持つ国際認証の策定公的性格の持つ国際認証の策定が

後押し後押し後押し後押しする。

このような「民」と「公」の連携「民」と「公」の連携「民」と「公」の連携「民」と「公」の連携により要件が揃うことで、新たな技術の市場性が向上新たな技術の市場性が向上新たな技術の市場性が向上新たな技術の市場性が向上、

上場等による民間資金の獲得が可能上場等による民間資金の獲得が可能上場等による民間資金の獲得が可能上場等による民間資金の獲得が可能となり、よりダイナミックな技術開発、普及促進ダイナミックな技術開発、普及促進ダイナミックな技術開発、普及促進ダイナミックな技術開発、普及促進を

図ることができるようになることでイノベーションが実現する。

サイバーダイン社は、「公」領域である医療・介護分野のＰＰＰによる技術イノベーション「公」領域である医療・介護分野のＰＰＰによる技術イノベーション「公」領域である医療・介護分野のＰＰＰによる技術イノベーション「公」領域である医療・介護分野のＰＰＰによる技術イノベーション

のモデル的な事例のモデル的な事例のモデル的な事例のモデル的な事例である。
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CYBERDYNE（サイバーダイン）株式会社は、ドイツの BG RCI（公的労災保険機関）を事業パートナーとして、ドイツ NRW 州ボーフム市に脊髄損傷や脊髄損傷や脊髄損傷や脊髄損傷や

脳卒中を含む脳・神経・筋疾患の患者に対する機能改善治療脳卒中を含む脳・神経・筋疾患の患者に対する機能改善治療脳卒中を含む脳・神経・筋疾患の患者に対する機能改善治療脳卒中を含む脳・神経・筋疾患の患者に対する機能改善治療を目的とした新会社（サイバーダイン・ケア・ロボティックス社 : 

Cyberdyne Care Robotics GmbH）を設立しました。これにより、日本発の最先端ロボット治療機器が、世界展開へ向けて第一歩を踏み出しました。これ

は、ロボットスーツ HAL®
を利用した機能改善治療が国際医療技術・治療手法を変えていくための大きな一歩となるものです。当社が研究開発・製造・

販売するロボットスーツ HAL®
は、世界で初めてのロボット治療機器として、欧州最大の第三者認証機関から欧州医療機器指令(MDD: Medical Device 

Directive)に適合していることを証明する認証が発行されています。この認証を受けたロボットスーツHAL®
には、定期的な審査が必要となる医療機器

分類におけるCEマーキングが貼り付けられ、EU全域で医療機器として流通・販売することが可能となりました。EU全域での各種保険適用に向けて、脊

髄損傷や脳卒中を含む脳・神経・筋疾患に対する機能改善治療として展開されることが期待されています。特筆すべき点として、この新会社が提供す

るロボットスーツ HAL®
を利用した機能改善治療に対して、DGUV（ドイツ法的損害保険）により労災保険の適用が認められ、1回あたりの機能改善治療

の診療報酬500ユーロ（約6万5千円）×60回の全額がこの労災保険でカバーされることになります。当社および新会社は、NEDO（独立行政法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構）や NRW 州、 BG ベルクマンスハイル労災病院、国立大学法人筑波大学と協力して、広く社会に貢献するために、

ロボットスーツ HAL®
のさまざまな可能性の追求、社会実装の促進を図るために実証試験を進めていく予定です。

Philippe von Gliszynski（フィリッペ・グリスチンスキ）さんは、2010年の冬、雪下ろしの最中に屋根の上から3m下に落下

し、第12胸椎以下が麻痺しました。左足の感覚はわずかに残っていましたが、1回の手術と通常のリハビリテーション

措置のあと、一生車いす生活を覚悟しなければならない状態でした。ところが、HAL®
を用いた機能改善の臨床試験に

参加した2012年2月当初、歩行器で72秒かかった10m歩行が、同年6月にはたった26秒で歩けるまでに改善しました。

その後の練習により、歩行器を使用し、HAL®
がなくても1,000m以上も歩けるようになりました。それは治療開始当初に

は想像すらできないことでした。

■車いすから歩行器へ■車いすから歩行器へ■車いすから歩行器へ■車いすから歩行器へ
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高木聡一郎氏

46 47 © 2013 Aquabit Corporation, All Rights Reserved

「未来予測レポート」シリーズ

48

2012年6月 2012年12月

【クラウド・コンピューティング】

■自動車編 ■エレクトロニクス編

■エネルギー編 ■ネット・サービス編

2012年3月

【ライフ・イノベーション】

■農業/食料編 ■医療/ヘルスケタ編

2011年4月

【サスティナビリティ】

(環境・資源・エネルギー)

全産業/マスター版

田中 栄 氏
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エネルギーの世界需要予測 (原油換算)

出所：2010年までの実績値は「BP Statistical Review of World Energy (June 2011)」、2015年以降は筆者予測
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エネルギー分野 ～スマートグリッドに求められるもの
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電力網

(スマートグリッド)

金融

(ファンド)

充電・放電

スマート

メーター

(HEMS)

IPv6

リチウムイオン

NAS電池

各種センサー

長

期

安

定

し

た

金

融

商

品

と

し

て

投

資

管理/制御が主体

ZigBeeなど

ネットワーク

安い時間帯を

選んで充電

直流
交流

弱電

家庭内で直流/交流の系統が共存

セキュリティなど

付帯サービス

クラウド

運送会社

太陽光パネル

蓄電池
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「食料バイオサービス産業」 ～植物工場からバイオ工場へ

シ

ネ

ワ

ラ

・

ア

ル

ゲ

• パラジウムをナノサイ

ズの粒子に加工して、

体内に取り込む性質

• そのまま触媒として利

用可能

バ

ナ

ジ

ウ

ム

ボ

ヤ

• バナジウムを血液中に

取り込む「濃縮細胞」

• 細胞中のバナジウム濃

度は海水の1000万倍
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「微生物」によるレアメタル回収

農業ロボット(いちご収穫)

植物 食料

工業原料

微生物

食品原料

工業原料

オイル

※完全無農薬

※連作も可能

人工光合成?

ゲノム技術

有機太陽電池

ロボット技術

ボトリオコッカス(藻) オーランチオキトリウム(藻)

• 「光合成」しない。有機物を分解して

オイルを生成

• 増殖が早く4日でピーク。総合生産

効率はボトリオコッカスの10倍以上

• 「光合成」で二酸化炭素を固定

し、炭化水素を生産

• 「オイル」としてそのまま利用可能

© 2013 Aquabit Corporation, All Rights Reserved

医療の”開国” ～「健康医療サービス産業」へ

• 外来患者年間約280万人（１日平均11,000人）

入院患者数は約100万人(2008年)

• アジア最大のがんセンター

>655の病床、20の手術室、67の抗がん治療室

>約15万名への抗がん治療、約12,500件の手術

(韓)サムスン医療院

(Samsung Medical Center)

(タイ)バムルングラード国際病院 病室の例(1-bedroom)受付

• 高級ホテル並みの設備。マンツーマンの看護。年間40万人の外国人患者。年間売上約200億円。

ゲノム診断

オーダーメイド

再生医療

医療ビザ

医療ツーリズム

グローバル規模での新しい潮流
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「医療のハイテク/装置産業化」
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7. まとめ

1. 従来型のPPP政策と科学技術・イノベーション政策はこ

れまでほとんど接触がなかった。全く異なる知識コミュニ

ティで取り扱われてきた。

2. PPP政策と科学技術・イノベーション政策のクロスポイン

トをPPPフロンティアとして論じた。

PPP型型型型

イノベーション

エコシステム

まとめ：PPPフロンティア

PPP

イノベーション

Cross
Point

PPP型型型型イノベーションエコシステムへと発展
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価値

創造

活動を持続するためにはビジネスにする必要がある。補助金では限界がある。

市場

創造
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ＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰＰ

社会システム

科学技術

仕組の変革

制度作り

課題・ニーズ

技術戦略

・技術開発費助成

・コンソーシアム

・社会実験

・戦略特区
革新

革新

技術革新技術革新技術革新技術革新 社会しくみ革新社会しくみ革新社会しくみ革新社会しくみ革新

豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会豊かな高齢・成熟社会

まとめ： PPPフロンティア

豊かな社会を創るためにPPPができること

新結合新結合新結合新結合

注 CSV: creating shared value
M. Porter

市場

民間

社会

地域

政府

行政

CSVCSVCSVCSV

産学官

社会

連携

(1)

(2)

(3)

PPPのトライアングル
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8. 地域経済振興とPPP (時間があれば時間があれば時間があれば時間があれば) 
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PPPの流れには英国に代表されるアングロサクソン型の小さな政府、民間活力の公

的セクターへの活用という流れと北欧型のNPM(新公共経営)を原点にする住民参加

型がある。アプローチは異なるものの、どちらも社会課題の設定と解決を中心テーマ

に取り上げている。

欧州の科学技術・イノベーション政策プログラムHorizon2020では科学技術、産業

応用、社会課題の3領域の中で社会課題への投資額が40%以上をも占めるように

なってきた。

欧州では、地域経済振興を目的にFuture CenterそしてLiving Labがイノベーションの

場、仕掛けとして広く活用されている。

デンマーク大使館、投資部の中島健祐氏による講演『北欧型官民連携の仕組みと

デザインの戦略活用』によれば公民連携のスタイルは

� Public Private Interaction

� Public Private Partnership

� Public Private Innovation

へ進化し、最近ではデザイン手法を取り込んだIntelligent Public Demandへ発展して

いるという。

8. 地域経済振興とPPP 
～～～～ PPPのフレームワークを活かした社会の仕組み革新～のフレームワークを活かした社会の仕組み革新～のフレームワークを活かした社会の仕組み革新～のフレームワークを活かした社会の仕組み革新～

参考
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一般的なスマートシティ一般的なスマートシティ一般的なスマートシティ一般的なスマートシティ デンマークデンマークデンマークデンマーク版スマートシティ版スマートシティ版スマートシティ版スマートシティ

理念理念理念理念 電力、水道、通信、交通、建物、電力、水道、通信、交通、建物、電力、水道、通信、交通、建物、電力、水道、通信、交通、建物、

行政サービスなどのインフラを行政サービスなどのインフラを行政サービスなどのインフラを行政サービスなどのインフラを

ICTICTICTICTを活用することで効率化、を活用することで効率化、を活用することで効率化、を活用することで効率化、

環境配慮型都市を構築し、持環境配慮型都市を構築し、持環境配慮型都市を構築し、持環境配慮型都市を構築し、持

続的成長を実現する概念続的成長を実現する概念続的成長を実現する概念続的成長を実現する概念

同左同左同左同左

目的目的目的目的 都市の持続的成長＋当面社都市の持続的成長＋当面社都市の持続的成長＋当面社都市の持続的成長＋当面社

会インフラ分野での産業、技術会インフラ分野での産業、技術会インフラ分野での産業、技術会インフラ分野での産業、技術

の発展の発展の発展の発展

都市全体の効率性実現とグリーン都市全体の効率性実現とグリーン都市全体の効率性実現とグリーン都市全体の効率性実現とグリーン

成長の同時達成を目指す成長の同時達成を目指す成長の同時達成を目指す成長の同時達成を目指す

現状現状現状現状 スマートグリッドを導入しエネスマートグリッドを導入しエネスマートグリッドを導入しエネスマートグリッドを導入しエネ

ルギー効率を実現する部分最ルギー効率を実現する部分最ルギー効率を実現する部分最ルギー効率を実現する部分最

適型となっている適型となっている適型となっている適型となっている

行政、エネルギー、交通、医療、行政、エネルギー、交通、医療、行政、エネルギー、交通、医療、行政、エネルギー、交通、医療、

福祉、教育にわたり福祉、教育にわたり福祉、教育にわたり福祉、教育にわたりITITITIT融合が進展融合が進展融合が進展融合が進展

しつつあり、持続的成長しつつあり、持続的成長しつつあり、持続的成長しつつあり、持続的成長((((グリーングリーングリーングリーン

成長成長成長成長))))と市民の幸福度が関連してと市民の幸福度が関連してと市民の幸福度が関連してと市民の幸福度が関連して

いるいるいるいる((((全体最適型全体最適型全体最適型全体最適型))))

推進者推進者推進者推進者 産業、技術中心の取り組み産業、技術中心の取り組み産業、技術中心の取り組み産業、技術中心の取り組み 市民が主役市民が主役市民が主役市民が主役((((人間中心アプローチ人間中心アプローチ人間中心アプローチ人間中心アプローチ))))

主な参画主な参画主な参画主な参画

者者者者

自治体、電力会社、自治体、電力会社、自治体、電力会社、自治体、電力会社、ITITITITサービスサービスサービスサービス

企業、ゼネコン、ハウスメー企業、ゼネコン、ハウスメー企業、ゼネコン、ハウスメー企業、ゼネコン、ハウスメー

カーカーカーカー

政府、自治体、大学、研究機関、政府、自治体、大学、研究機関、政府、自治体、大学、研究機関、政府、自治体、大学、研究機関、

企業、市民、デザイナー、民族学企業、市民、デザイナー、民族学企業、市民、デザイナー、民族学企業、市民、デザイナー、民族学

者など者など者など者など

技術技術技術技術 インテリジェントデバイス、ブインテリジェントデバイス、ブインテリジェントデバイス、ブインテリジェントデバイス、ブ

ロードバンド、ビッグデータロードバンド、ビッグデータロードバンド、ビッグデータロードバンド、ビッグデータ

電子政府、ビッグデータ、センシン電子政府、ビッグデータ、センシン電子政府、ビッグデータ、センシン電子政府、ビッグデータ、センシン

グ、社会システムデザイング、社会システムデザイング、社会システムデザイング、社会システムデザイン

ビジネスビジネスビジネスビジネス

モデルモデルモデルモデル

投資モデル、ビジネスモデルと投資モデル、ビジネスモデルと投資モデル、ビジネスモデルと投資モデル、ビジネスモデルと

も未完成も未完成も未完成も未完成

北欧型社会保障制度を活用した北欧型社会保障制度を活用した北欧型社会保障制度を活用した北欧型社会保障制度を活用した

投資モデルを模索中投資モデルを模索中投資モデルを模索中投資モデルを模索中

北欧型北欧型北欧型北欧型PPPPPPPPPPPP型イノベーション型イノベーション型イノベーション型イノベーション

Public Private Interaction 官民相互連携

Public Private Partnership 官民パートナーシップ

Public Private Innovation 官民革新

ＩＰＤ(Intelligent Public Demand知的公的需要)

概念は官民革新と同じだが、社会の課題抽出からソ

リューションの導入まですべてのプロセスを含んだシ

ステマテックな革新プロセス

米国は防衛、宇宙の開発には強いが、

市民に近い分野では弱い。

そこで医療、福祉、介護などの分野を

デンマークで開発する

日本企業とデンマークの共同開発

北欧型PPPモデル（スマートシティスマートシティスマートシティスマートシティ）

参考 PPP型イノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛け(1) 参考
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Future Center

フューチャーセンターでは所属組

織や立場の異なる多様な人たち、

例えば異なる省庁のスタッフや企業

人、市民などが集まり、普段従事し普段従事し普段従事し普段従事し

ている組織内では決して構築されるている組織内では決して構築されるている組織内では決して構築されるている組織内では決して構築される

ことのない関係性を形成し、横断的ことのない関係性を形成し、横断的ことのない関係性を形成し、横断的ことのない関係性を形成し、横断的

な対話を行って意思決定や理解のな対話を行って意思決定や理解のな対話を行って意思決定や理解のな対話を行って意思決定や理解の

共有共有共有共有が行われる。その目的は創造目的は創造目的は創造目的は創造

性を発揮し、複雑化して従来の枠性を発揮し、複雑化して従来の枠性を発揮し、複雑化して従来の枠性を発揮し、複雑化して従来の枠

組みでは解決の難しい現代の様々組みでは解決の難しい現代の様々組みでは解決の難しい現代の様々組みでは解決の難しい現代の様々

な課題を解決な課題を解決な課題を解決な課題を解決することにある。

例えば地球環境問題への対応

や、企業や業界の枠組みを超えた

イノベーション等の複雑な課題は、

普段と同じ組織のメンバーと普段と

同じ会議室に集まっても、過去にな

かった発想やアイデアを生み出し、

解決に向けて実践することは困難

である。そこでフューチャーセンター

という多様なメンバーが集まる場を

つくり、集合知を形成し、新たな知を

創造しようとする取り組みが行われ

るようになったわけである。

オランダ社会・雇用省のフューチャーセンター

「アカデミー」のミーティングスペース。異次元

のような印象を与える（写真：紺野 登）

国際大学GLOCOM
http://www.glocom.ac.jp/project/ftm/

参考

欧州のLLの現状

提供：富士通総研 西尾好司氏

Living Lab:北欧のＮＰＭの流れ、住民参加型の地

方政治、地域経営

1. ユーザ（市民も）をプロジェクトの企画から関与さ

せ、ユーザが実際に活用して、行動観察や直接

ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸにより、新たな洞察を獲得し、新たな

製品やサービスへ反映させる活動・手法。ステー

クホルダの合意形成も。

2. サプライヤ側の社会実験やTestbedではない。

3. 地域レベルの民主化の意識の涵養

（Integration）やユーザ主導型のイノベーションを

実践するPPPの取り組みという位置づけもある。

4. 利用は医療、交通、ICT以外にも様々（規制緩

和、国際事業、BOP市場も）

5. ヒッペルのユーザ参加型を超えている。ビジネス

だけではなく、政治、自治体、地域イノベーション

を引き起こす。
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Thematic Sub Groups under Thematic Domain Living Labs Work Group:
1. Energy Efficiency. Sustainable Energy. Climate change 
2. Well Being and Health
3. Smart Cities. Future Internet. Internet of things.
4. Social Innovation. Social Inclusion
5. e-Government. e-Participation
6. Creative Media. User driven contents. Social Networks. Web 2.0
7. Thematic Tourism. Culture Services
8. Regional, territorial and rural development of Smart Regions
9. Sustainable Mobility
10. Industrial and logistics development
11. Security

PPP型イノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛けイノベーションの場、仕掛け(2)
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H22「長寿社会のまちづくり検討プロジェクト」をスタート

H25.2 に「長寿社会のまちづくりについての共同研究プロジェクトに関する覚書」を

４者（今泉台町内会、横浜国立大学、株式会社ＬＩＸＩＬ及び鎌倉市)で締結した。

リビングラボ事例：長寿社会のまちづくり(鎌倉市今泉台)

2055年の全国人口構成とほぼ同じ、高齢化率44%
鎌倉市の団地を選定、家族・家・地域との関連を調査

高齢社会づくりのモデルケースとして取り上げた。

交流の場が重要であり、LIXILオープンラボを

リビングラボとして活用。

参考
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■日 時： 2014 年9 月12 日（金）・13 日（土）

■場 所： 一橋大学国立キャンパス（東京都国立市中2-1）

■基調講演

テーマ：『人口減少社会の設計図人口減少社会の設計図人口減少社会の設計図人口減少社会の設計図』

講 師：増田 寛也（東京大学公共政策大学院客員教授）

■シンポジウム

テ ーマ：『都市・地域の老いにどう向き合うべきか？都市・地域の老いにどう向き合うべきか？都市・地域の老いにどう向き合うべきか？都市・地域の老いにどう向き合うべきか？ 』

パネリスト

小峰 隆夫（法政大学大学院教授）

小関 正彦（国土交通省都市局長）

村木 美貴（千葉大学大学院教授）

森 雅志（富山市長）

細野 助博（中央大学教授）

コーディネーター：

浅見 泰司（東京大学大学院教授）

日本計画行政学会第37回大会テーマ「成熟社会の都市・地域ビジョン」

参考

■日 時： 2014 年9 月12 日（金）

■場 所： 一橋大学国立キャンパス（東京都国立市中2-1）

■ワークショップ(A-WS1) 9:30‐11:10
テ ーマ：『多摩多摩多摩多摩地域の成熟社会に地域の成熟社会に地域の成熟社会に地域の成熟社会に向けた都市向けた都市向けた都市向けた都市・地域・地域・地域・地域ビジョンビジョンビジョンビジョン

－－－－若手若手若手若手自治体自治体自治体自治体職員が語る将来像職員が語る将来像職員が語る将来像職員が語る将来像－－－－ 』

パネリスト：

川島 岳（青梅市）

鈴木厚志（相模原市）

根岸竹明（立川市）

三枝孝之（多摩市）

倉田貴文（八王子市）

田村満利（福生市）

コーディネーター

西浦定継（明星大学）

フューチャーセンターフューチャーセンターフューチャーセンターフューチャーセンター 参考
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フューチャーセンターという言葉を最初に用いたのはスウェーデンのレイフ・エドビンソン

(Leif Edvinsson, 1946 -)。彼は当時、スカンディア保険でどうやったら『未来の知的資本』

を生み出せるだろうかを考えていた。

その手段が幅広いステークホルダーを巻き込んでのフラットで創造的な対話の場をつくる

ことでした。１９９６年、最初のフューチャーセンターは美しい湖畔のコテージで生まれた。

社内のエースを集めても、高いコンサルティングフィーを払っても、なかなか出てこないよう

な創造的な問題解決策が多く生み出された。それが注目を集め、まずオランダ、デンマーク

の公的部門が導入し始めました。今では民間も含め、４０以上のフューチャーセンターが欧

州を中心に立ち上がっています。

ドラッガーが知識社会の到来を予言し、野中が知識経営の原理を解明した。フューチャー

センターはそこに器と具体的プロセスを与えた。

日本では欧州と異なり公的部門ではなく、民間からその活用がスタートした。企業での取

り組みは、①企業の中に対話の文化が育まれる、②組織横断で問題解決できる、③社内外

のステークホルダーたちと一緒にイノベーションが起こせる、の順に進む。未来のステーク

ホルダーは将来の顧客、取引先、あるいは若手社員、大学生かもしれない。

フューチャーセンターは人々の知を集め、活性化し組み合わせることで価値を創出する場

である。それが創造的活効果的であるかはひとえにどれだけオープンで広いネットワークの

中にその身を置けるか依存する。ディレクターに求められる能力、ネットワークで社会を変え

ていく想像力だ。
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9. ビジネスモデルとPPP (時間があれば時間があれば時間があれば時間があれば) 
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パターン 特徴 具体的取組み具体的取組み具体的取組み具体的取組み事例事例事例事例

(1) 延べ払い型ＰＦＩ事業（従来型） 100％公的負担 社会福祉促進センター（山口県

美祢市）

(2) 公共施設等運営権制度を活用

したPFI事業（平成23年法改正）

建設費＞対価の場合は、

差額部が公的負担

関空・伊丹

仙台空港

(3) 収益施設の併設など利用料金

等で費用を回収するPFI事業等

関連事業からの収入によ

り、公的負担を軽減

鯖江駅周辺駐車場整備事業（福

井県鯖江市）

(4) 公的不動産の有効活用など民

間の提案を活かしたPPP事業

民間施設の収益によって

は公的負担を限りなくゼロ

にすることが可能

ヤマト運輸コールセンター（新潟

県南魚沼市、三重県名張市）

PPP/PFIのののの基本パターン基本パターン基本パターン基本パターン

Point

甘利大臣

の言葉

ビジネス

モデル

が重要
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自治体財政負担Oを目指すPPP/PFI事業

＜＜＜＜事業機会＞

政策の本音、現場の悩みを捉え

解決するプロデューサーになること

◆◆◆◆ 事業のスキーム事業のスキーム事業のスキーム事業のスキーム

1.1.1.1. 高層化・集約化による余剰地創生高層化・集約化による余剰地創生高層化・集約化による余剰地創生高層化・集約化による余剰地創生

2.2.2.2. 余剰地を定期借地で民間事業運営余剰地を定期借地で民間事業運営余剰地を定期借地で民間事業運営余剰地を定期借地で民間事業運営

3.3.3.3. 余剰地を定期余剰地を定期余剰地を定期余剰地を定期借地料金で養徳学舎建設借地料金で養徳学舎建設借地料金で養徳学舎建設借地料金で養徳学舎建設

奈良県は土地の提供のみ奈良県は土地の提供のみ奈良県は土地の提供のみ奈良県は土地の提供のみ

財政負担財政負担財政負担財政負担 ００００ で建設実現で建設実現で建設実現で建設実現

定期定期定期定期借地なので、土地の権利は借地なので、土地の権利は借地なので、土地の権利は借地なので、土地の権利は

県に残ったまま。県に残ったまま。県に残ったまま。県に残ったまま。

Point

68

産業の

ＶＣ分

析

マクロ

環境

分析

PEST

分析

ミクロ

環境

分析

5F’s分析

競争分析

シナリオプラ

ンニング

アイデア

PPP

ビジネス

アイデア

シナリオ

別ＢＭ

シナリオ

別ＢＭ

シナリオ

別ＢＭ

シナリオ

別ＢＭ

ビジネスモデル設計手順

ものがたり

を作成する

予告：第７回講義でビジネスモデル設計の理論と事例解説

第3回講義 第2回講義 第2回講義 第3回講義

SWOT分析

ﾎﾟｼﾞｼｮﾆﾝｸﾞ

マップ

地域振興：実践例

技術ロードマッピングを方法論として活用した地

域産業の活性化：出所:渡邉正嘉、研究技術計画

学会、MOT分科会(06.6.17)講演資料より
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目 次

0. 自己紹介

1.PPPフロンティアの課題

2.ビジネスモデル論
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5.仙台空港のビジネスモデル

6.ビジネスモデル論から導かれる経営トップ像

ビジネスモデル論からみた空港民営化

PFI・PPP協会における阿部の講演(2013.5.20)資料の抜粋

格安航空

地方空港

観光産業

地域

経済

国際

経済

PFI・PPP

格安航空/観光産業/地方空港/地域経済

72

チーム演習：

2013年度 東洋大学院PPPビジネス論講義資料から

仙台空港の経営一体化（運営の一体化）

（3）グローバリズムと地域主義

滑
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・
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場

民活空港事業

経営者
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・
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ル

民

間

収

益

事

業

空

港

周

辺

関

連

事

業
等

宮 城 県 庁

名取市役所・岩沼市役所・両市住民

仙台市役所

東北各県/県市町村等

宮城県財界・県内企業

国内外企業等

航空会社

第3セクター

アクセス鉄道

国

管制等

駐

車

場
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出典: 植田和男氏 日本PFI・PPP協会、航空政策研究会2013年4月月例研究会

国国国国

滑走路事業滑走路事業滑走路事業滑走路事業

国国国国

駐車場事業駐車場事業駐車場事業駐車場事業

（財）空港環境整備協会（財）空港環境整備協会（財）空港環境整備協会（財）空港環境整備協会

宮城県宮城県宮城県宮城県

財界財界財界財界

国国国国

管制・官庁管制・官庁管制・官庁管制・官庁

事務所事務所事務所事務所

（環境対策費）（環境対策費）（環境対策費）（環境対策費）

（固定資産所在市町村（固定資産所在市町村（固定資産所在市町村（固定資産所在市町村

交付金）交付金）交付金）交付金）

（地方公共国団体工事（地方公共国団体工事（地方公共国団体工事（地方公共国団体工事

費費費費

負担金収入）負担金収入）負担金収入）負担金収入）

（（（（ ― ））））

第３セクター第３セクター第３セクター第３セクター

空港ターミナル空港ターミナル空港ターミナル空港ターミナル

事業事業事業事業

名取市名取市名取市名取市

空港所在地空港所在地空港所在地空港所在地

岩沼市岩沼市岩沼市岩沼市

空港所在地空港所在地空港所在地空港所在地

仙台市仙台市仙台市仙台市

県庁所在地県庁所在地県庁所在地県庁所在地

県内民間企業県内民間企業県内民間企業県内民間企業

県外民間企業県外民間企業県外民間企業県外民間企業

宮城県宮城県宮城県宮城県

出資者・出資者・出資者・出資者・

ポートセールス等ポートセールス等ポートセールス等ポートセールス等

第３セクター第３セクター第３セクター第３セクター

エア・カーゴエア・カーゴエア・カーゴエア・カーゴ

（ターミナル）（ターミナル）（ターミナル）（ターミナル）

事業事業事業事業

仙台エアカーゴターミナル（株）仙台エアカーゴターミナル（株）仙台エアカーゴターミナル（株）仙台エアカーゴターミナル（株）
仙台空港ビル（株）仙台空港ビル（株）仙台空港ビル（株）仙台空港ビル（株）

第３セクター第３セクター第３セクター第３セクター

第一種鉄道第一種鉄道第一種鉄道第一種鉄道

事業事業事業事業

仙台空港鉄道（株）仙台空港鉄道（株）仙台空港鉄道（株）仙台空港鉄道（株）

仙台空港の経営一体化（運営の一体化）

（2）経営・責任分離

74
出典: 植田和男氏 日本PFI・PPP協会、航空政策研究会2013年4月月例研究会

Deal Summary 仙台空港民営化における現状認識と今後の課題

【【【【現在と問題点現在と問題点現在と問題点現在と問題点】】】】

〈〈〈〈現状現状現状現状〉〉〉〉

�基本施設（航空系事業）は国土交通省が管理・運営基本施設（航空系事業）は国土交通省が管理・運営基本施設（航空系事業）は国土交通省が管理・運営基本施設（航空系事業）は国土交通省が管理・運営

�非航空系事業はターミナルビル非航空系事業はターミナルビル非航空系事業はターミナルビル非航空系事業はターミナルビル/貨物ターミナルビル貨物ターミナルビル貨物ターミナルビル貨物ターミナルビル/空港への空港への空港への空港への

アクセス鉄道の管理運営を別法人で実施（アクセス鉄道の管理運営を別法人で実施（アクセス鉄道の管理運営を別法人で実施（アクセス鉄道の管理運営を別法人で実施（3セク）セク）セク）セク）

�滑走路等基本施設は駐車場事業は財団法人が管理運営を受滑走路等基本施設は駐車場事業は財団法人が管理運営を受滑走路等基本施設は駐車場事業は財団法人が管理運営を受滑走路等基本施設は駐車場事業は財団法人が管理運営を受

託託託託 全国全国全国全国18の空港の駐車場を一元管理の空港の駐車場を一元管理の空港の駐車場を一元管理の空港の駐車場を一元管理

〈〈〈〈問題点問題点問題点問題点〉〉〉〉

①非効率的な組織運営①非効率的な組織運営①非効率的な組織運営①非効率的な組織運営

②空港政策による規制、空港管理規則による規制②空港政策による規制、空港管理規則による規制②空港政策による規制、空港管理規則による規制②空港政策による規制、空港管理規則による規制

③駐車場運営の分離化（一体運営から空港別管理への事業主体③駐車場運営の分離化（一体運営から空港別管理への事業主体③駐車場運営の分離化（一体運営から空港別管理への事業主体③駐車場運営の分離化（一体運営から空港別管理への事業主体

の移管）の移管）の移管）の移管）

【【【【プロジェクションプロジェクションプロジェクションプロジェクション Summary】】】】

【【【【可能な施策と経済効果可能な施策と経済効果可能な施策と経済効果可能な施策と経済効果】】】】

〈〈〈〈施策施策施策施策〉〉〉〉

�非空港系事業の一本化非空港系事業の一本化非空港系事業の一本化非空港系事業の一本化

〈〈〈〈経済効果経済効果経済効果経済効果〉〉〉〉

�役職員の削減役職員の削減役職員の削減役職員の削減

・役員：総勢・役員：総勢・役員：総勢・役員：総勢12名名名名→5名（△名（△名（△名（△105百万円）百万円）百万円）百万円）

・職員：各職員の・職員：各職員の・職員：各職員の・職員：各職員の3割を管理セクションの人員と仮定割を管理セクションの人員と仮定割を管理セクションの人員と仮定割を管理セクションの人員と仮定(△△△△224百万百万百万百万

円）円）円）円）

�鉄道資産の一部の売却鉄道資産の一部の売却鉄道資産の一部の売却鉄道資産の一部の売却

・・・・8,100百万円で宮城県に譲渡、百万円で宮城県に譲渡、百万円で宮城県に譲渡、百万円で宮城県に譲渡、8,500百万円の借入金返済百万円の借入金返済百万円の借入金返済百万円の借入金返済

・・・・BS 資産の圧縮、紐付借入の圧縮（結果、自己資本比率の改資産の圧縮、紐付借入の圧縮（結果、自己資本比率の改資産の圧縮、紐付借入の圧縮（結果、自己資本比率の改資産の圧縮、紐付借入の圧縮（結果、自己資本比率の改

善）善）善）善）

・・・・PL 減価償却費の削減、支払いコストの低減減価償却費の削減、支払いコストの低減減価償却費の削減、支払いコストの低減減価償却費の削減、支払いコストの低減

赤字会社の統合による繰越欠損利用による納税回避赤字会社の統合による繰越欠損利用による納税回避赤字会社の統合による繰越欠損利用による納税回避赤字会社の統合による繰越欠損利用による納税回避

【【【【今後の課題今後の課題今後の課題今後の課題】】】】

〈〈〈〈航空系事業の統合航空系事業の統合航空系事業の統合航空系事業の統合〉〉〉〉

・宮城県の事業統合案は「非空港系事業の一本化」に留まる・宮城県の事業統合案は「非空港系事業の一本化」に留まる・宮城県の事業統合案は「非空港系事業の一本化」に留まる・宮城県の事業統合案は「非空港系事業の一本化」に留まる

・航空系事業を国土交通省管理から譲受すれば、一気通貫した・航空系事業を国土交通省管理から譲受すれば、一気通貫した・航空系事業を国土交通省管理から譲受すれば、一気通貫した・航空系事業を国土交通省管理から譲受すれば、一気通貫した

BM構築が可能構築が可能構築が可能構築が可能

〈〈〈〈駐車場運営の統合駐車場運営の統合駐車場運営の統合駐車場運営の統合〉〉〉〉

・駐車場運営は全国・駐車場運営は全国・駐車場運営は全国・駐車場運営は全国17か所を一体運営か所を一体運営か所を一体運営か所を一体運営

・安定収益が見込める事業であり、非空港系事業へ統合するメリッ・安定収益が見込める事業であり、非空港系事業へ統合するメリッ・安定収益が見込める事業であり、非空港系事業へ統合するメリッ・安定収益が見込める事業であり、非空港系事業へ統合するメリッ

ト大ト大ト大ト大

〈〈〈〈ステークホルダーの絞り込みステークホルダーの絞り込みステークホルダーの絞り込みステークホルダーの絞り込み〉〉〉〉

・非空港系事業各社のステークホルダーは分散化・非空港系事業各社のステークホルダーは分散化・非空港系事業各社のステークホルダーは分散化・非空港系事業各社のステークホルダーは分散化

・迅速な意思決定のため、統合に際して株式譲渡は必須（債務負・迅速な意思決定のため、統合に際して株式譲渡は必須（債務負・迅速な意思決定のため、統合に際して株式譲渡は必須（債務負・迅速な意思決定のため、統合に際して株式譲渡は必須（債務負

担軽減化の観点から担軽減化の観点から担軽減化の観点から担軽減化の観点からDESの利用も検討の利用も検討の利用も検討の利用も検討→金融機関による経営への金融機関による経営への金融機関による経営への金融機関による経営への

チェック機能強化）チェック機能強化）チェック機能強化）チェック機能強化）

〈〈〈〈業容拡大への施策業容拡大への施策業容拡大への施策業容拡大への施策〉〉〉〉

・空港への入込客数の増加（・空港への入込客数の増加（・空港への入込客数の増加（・空港への入込客数の増加（LCCの増発）、非旅客者の取込（魅力の増発）、非旅客者の取込（魅力の増発）、非旅客者の取込（魅力の増発）、非旅客者の取込（魅力

あるテナント誘致等）による施設のあるテナント誘致等）による施設のあるテナント誘致等）による施設のあるテナント誘致等）による施設のValue upに向けた対策に向けた対策に向けた対策に向けた対策

単位：百万円 09/3期 10/3期 11/3期 12/3期（E) 13/3期（E） 14/3期（E) 15/3期（E）

売上高 4,604 4,463 4,243 4,243 4,243 4,243 4,243

販売管理費 3,407 3,388 3,293 2,965

営業利益 -287 -339 -366 345 735 793 848

経常利益 -506 -545 -579 214 603 661 716

当期利益 -689 -738 -7,717 124 514 572 627

資産 30,889 30,240 27,383 19,283

負債 21,164 20,900 25,760

純資産 9,725 9,340 1,623 1,747

償却前営業利益 1,520 1,566 1,566 1,895 1,895 1,895

償却前当期利益 1,121 -5,785 1,345 1,674 1,674 1,674

75 7676

参考：事業立案の基礎

マクロ環境（ＰＥＳＴ）分析の手順を具体的に見てみよう！
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マクロ環境（ＰＥＳＴ）分析から、事業機会、

政策施策、課題解決策を発掘する

①P政治、②E経済、③S社会

④T科学技術

マクロ環境分析

課題抽出

⑤政策、事業機会

①P政治 ②E経済

③S社会 ④T科学技術

⑤政策、事業機会
施策

課題解決策

マクロ環境（ＰＥＳＴ）分析の手順を具体的に見てみよう！

マクロ環境要因分析＜政策＞

政策 事業環境変化（注目点）

国内全体
�多くの政策課題

�円高・デフレ脱却、金融緩和、景気浮揚、消費税、財政赤字、少子高齢

化、ICT利活用

�「経済再生本部」「産業競争力会議」で新マスタープラン策定へ

�2012年度大型補正予算、10兆円規模

�社会インフラ老朽化対策など「国土強靭化計画」（～2022年200兆円）

�震災復興～2015年前期、2020年全完了、日本再生・新成長へ

�TPP／FTA参加に向け、国内産業の「グローバル化」加速

�経産省「新産業創出」を推進

�「経済社会ビジョン」

�(1)課題解決型（ヘルスケア、子育て、人を活かす、新エネル

ギー）、

�(2)クリエイティブ産業（Cool Japan）、

�(3)先端産業「次世代自動車」「宇宙ｼｽﾃﾑ」「部素材」「次世代ﾃ

ﾞﾊﾞｲｽ」

�「インフラシステム輸出」によるグローバル展開

�IT融合新産業（都市交通、スマートヘルスケア、農商工連携など）

�ロボット（生活支援、災害、環境・医療）導入

�総務省「Active Japan ICT戦略」

�「ライフ」「データ」「コンテンツ」「コミュニケーション」戦略推進

�2020年「知識情報社会」へ

�景気回復、国際競争力回復へ

�「＋」景気浮揚策、金融緩和、円安、TPP／FTA参加

�「ー」消費税引上げ、電力料金上昇（原発停止、FIT）

、少子高齢化

�六重苦（円高、法人税率、TPP/FTA対応/製造業派

遣禁止、環境規制、電力不足）克服へ

�社会インフラ「建設」から「保守」へ

�社会インフラ老朽化対策

�防災減災対策

�震災復興

�新産業創出

�医療／ヘルスケア、新／再生エネルギー、環境／省

エネ、次世代道路交通／次世代自動車、農業IT化、

ロボット

ICT・サー

ビス分野

� 電子行政推進

�マイナンバー（国民ID） 税・社会保険利用(2015/1) 、民間利用(2018)

�政府CIO設置、政府情報システム統合／集約化（横串し・最適化）

�2013年度行政オープンデータ提供開始、新ビジネス創出へ

� クラウド、ビッグデータ／M2M推進

�経産省・総務省、ビッグデータ／M2M推進

�総務省スマートクラウド（医療・教育・農業・地域・交通・流通・ヘルスケ

ア・テレワーク）推進

� 総務省・NICT、高度ユーザインタフェース研究開発

�「超臨場感メディア」 「量子ICT」 「脳情報通信」「新世代ネットワーク」

�「電子政府／自治体」加速

�政府各省庁情報システム横串し・最適化

�省庁・金融・企業システム「マイナンバー」対応

�「マイナンバー」「オープンデータ」活用新ビジネス

�ビッグデータ／M2M活用による競争力強化

�通信、交通、防災、医療介護健康、金融、流通、製

造、環境、ネネルギー、生活

エネルギ

ー効率化

・低炭素

化

� 新政権「革新的エネルギー・環境戦略」見直しへ

�新「グリーン政策大綱」策定へ

�日本、京都議定書第2期間(2013～2020)に不参加

�2021年、温暖化防止「新枠組み（第3期間）」開始

� 経産省「スマートグリッド」推進

�「スマートコミュニティ」4プロジェクト（～2016年）

�2020年日本版スマートグリッド実現へ

�スマートメーター前倒し、2016年80％、2020年代早期100％普及へ

� 経産省「スマートハウス」「HEMS」推進（「Echonet lite」標準）

�2020年、スマートハウス国内市場3.5兆円

� 国交省、次世代ITS「オートパイロットシステム（自動運転）」 検討

�2020年代初実用化へ

� スマートオフィス／スマートハウス拡大

�超臨場感、高度UI適用、省電力／省エネ／再エネ

� 次世代ITS実用化へ

ﾏｸﾛ環境：経済

分類・項目

内需 産業構造転

換

経産省「経済社会ビジョン」経産省「経済社会ビジョン」経産省「経済社会ビジョン」経産省「経済社会ビジョン」((((多様な稼ぎ頭の多様な稼ぎ頭の多様な稼ぎ頭の多様な稼ぎ頭の「八ヶ岳」構造へ「八ヶ岳」構造へ「八ヶ岳」構造へ「八ヶ岳」構造へ) ) ) ) 
(11)(11)(11)(11)

■現状

・縮小連鎖の悪循環：ﾃﾞﾌﾚ→我慢の経営→雇用環境悪化→将来不安増大→消費低迷→ﾃﾞﾌﾚ…

・名目GDP40兆円減少

・戦後から現在にいたるまでの日本の成長モデル（＋価値創造経済）

■「経済成長ビジョン」（「経済社会ビジョン」のうち産業構造に係るビジョン）

・内需と外需獲得の好循環形成

①企業戦略の転換：価格競争から価値創造競争へ

②グローバル展開

③新産業の創出と産業構造の転換：「八ヶ岳」構造へ

■新産業の創出と産業構造の転換

①課題解決型産業：ヘルスケア，子育て支援，「人を活かす」産業，新たなエネルギー産業

②クリエイティブ産業：クールジャパン

③先端産業：次世代自動車の普及促進、関連インフラの整備加速、情報技術との連携など

産業の再構成～基幹産業は「複合的」な「サービス」へ産業の再構成～基幹産業は「複合的」な「サービス」へ産業の再構成～基幹産業は「複合的」な「サービス」へ産業の再構成～基幹産業は「複合的」な「サービス」へ
(12)(12)(12)(12)

・エネルギーサービス産業

・自動車サービス産業

・金融サービス産業

・メディアサービス産業

・食料バイオサービス産業

消費のニューノーマル「新しい普通」の出現：消費のニューノーマル「新しい普通」の出現：消費のニューノーマル「新しい普通」の出現：消費のニューノーマル「新しい普通」の出現： 市場の規模と構造が変わる市場の規模と構造が変わる市場の規模と構造が変わる市場の規模と構造が変わる

- 「フロー型成長経済」 → 「ストック型安定経済」

- 「核家族世帯」 → 「一人世帯増加」

- 「購買能力：所得増」 → 「所得一定：高齢者IT活用増」

- 「～らしさ消費」 → 「～らしさレス消費」

ﾏｸﾛ環境：経済

分類・項目

資源需給・開

発

エネルギー資

源

化石燃料化石燃料化石燃料化石燃料

・今後も重要なエネルギー源で、約80%のシェアーを維持
(5)(2)

・今後、先進国は石油の輸入量は減るが、中国、インドは2020年には現状の2倍くらい石油

を輸入
(5)

我が国のエネルギー自給率我が国のエネルギー自給率我が国のエネルギー自給率我が国のエネルギー自給率

・原油の99.6%、天然ガスの96.3%は輸入に頼っている状況

エネルギー資源輸入エネルギー資源輸入エネルギー資源輸入エネルギー資源輸入

・原子力発電所の稼働停止等に伴って輸入額が増大

2010年 2011年

原油 9.4兆円 11.4兆円

天然ガス（LNG） 3.5兆円 4.8兆円

金属金属金属金属鉱物鉱物鉱物鉱物資源資源資源資源輸入輸入輸入輸入

・石油・天然ガス同様、非常に厳しい環境にある

→3つのリスク

①「新興国を中心とする資源需要の増大と価格の高騰」

②「資源国政策による供給削減や供給途絶」

③「資源メジャーと我が国資源企業の財務の脆弱性」

海洋資源（日本の状況）海洋資源（日本の状況）海洋資源（日本の状況）海洋資源（日本の状況）

・日本の排他的経済水域の面積は世界第6位

→貿易収支への影響や安定的な資源の国内供給といった観点から、海洋資源の開発

に向けた期待が高まっている

・2007年 海洋基本計画施行

・2008年 海洋基本計画閣議決定

・平成25年には海洋基本計画が改定される予定

→メタンハイドレード採取を2020年代に事業化するなど海洋開発の強化策を列挙



ﾏｸﾛ環境：社会

超高齢社会の

到来

新しい

価値観

● 高齢者(65歳以上)をとっても人口の８割以上は、自立して暮らせる元気高齢者。歩行速度比較では、

2002年の75歳の歩行速度は、1992年の64歳相当で、11歳若返っている。

＊新しい経済と技術発展に取り組む機会と捉え、高齢社会への対応を抜本的に見直

＊若者が高齢者を支える従来の社会通念から脱し、老若共に支えあう社会のﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ変換を目指す

＊高齢者を負担として考えるのではなく、蓄積したﾉｳﾊｳを社会で活用 （知識の移転）

＊生産人口減少への対応として、労働力として活用できる環境の構築を進めている

日本
● 超高齢社会問題としては、介護課題の印象が強いが、社会として元気高齢者の健康寿命延伸（要介

護にならない、しない）と、社会参加・就労など生活の質の向上がより重要な課題。特に団塊世代の高齢

化が高齢社会問題の本質

● 高齢者のみ世帯の増加（平成22年度高齢者のいる全世帯の54.1%）、地域の人間関係の希薄化が進

んでいる。高齢者の孤立化防止の見守り関連事や、配食・配達サービスなどの新しいサービスが行政と

民間両方の側から始まっている。また、正しい情報を必要な高齢者にタイムリに届けるサービスが高齢

者からも、行政や地域からも求められており、高齢者の生活全般のデータを蓄積して将来に役立てる取

組が開始されている。

● 地域包括支援

後期高齢者の増加に伴い、高齢者施設・ ベッド数の不足・医療費抑制 � 在宅化の方向。在宅医療、

訪問看護、居宅介護、さらには生活支援を含めた地域のサービスの連携・情報共有の行われる地域包

括支援が重要視（主に後期高齢期）。

海外
● 新たな高齢社会への取り組み

-US:  CCRC (Continuing Care Retirement Community)

＊第1世代： ｺﾞﾙﾌ場を中心とした街づくり

＊第2世代： 大学連携コミュニティ 徹底した健康管理、世代間交流、知的刺激、講座受講、講師

健常期から要介護期まで同じ地域で対応できる体制を整備

住民主導型コミュニテイ

- EU： 2012年を「ｱｸﾃｨﾌﾞｴｲｼﾞﾝｸﾞと世代間の連帯のための欧州年」とした

（ｱｸﾃｨﾌﾞｴｲｼﾞﾝｸﾞ：生活の質を低下させることなく、社会参加を続けながら年を重ねていく概念）

＊本来日本が課題先進国で技術もあるが、海外の方が新しいｱｲﾃﾞｱやﾛﾎﾞｯﾄの技術への取り組みに対

して先行。これは、これまでの規制見直しに向けた政府や業界・企業のﾁｬﾚﾝｼﾞの姿勢の差。

事業機会抽出に向けた整理（まとめ）

ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境

外部環境要因外部環境要因外部環境要因外部環境要因
ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境ﾏｸﾛ環境

外部環境要因外部環境要因外部環境要因外部環境要因

PPPP：政策：政策：政策：政策

基本政策

ICT

科学技術

ｸﾗｳﾄﾞ

情報ｾｷｭﾘﾃｨ

防災/消防

震災復興

国土

道路･交通

電子行政

防衛

教育

産業

地域活性化

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ

ｽﾏｰﾄﾊｳｽ/ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ

郵政/金融

医療

農業

ﾒｶﾄﾛ

通信/放送

環境/省ｴﾈ

PPPP：政策：政策：政策：政策

基本政策

ICT

科学技術

ｸﾗｳﾄﾞ

情報ｾｷｭﾘﾃｨ

防災/消防

震災復興

国土

道路･交通

電子行政

防衛

教育

産業

地域活性化

新ｴﾈﾙｷﾞｰ

ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ

ｽﾏｰﾄﾊｳｽ/ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ

郵政/金融

医療

農業

ﾒｶﾄﾛ

通信/放送

環境/省ｴﾈ

EEEE：経済：経済：経済：経済

国際経済

日本経済

地域経済

地域金融

産業界

内需

海外展開

資源受給・開発

EEEE：経済：経済：経済：経済

国際経済

日本経済

地域経済

地域金融

産業界

内需

海外展開

資源受給・開発

SSSS：社会：社会：社会：社会

人口動向

高齢化

ﾗｲﾌﾜｰｸ

生活環境

高齢者/介護

社会ｲﾝﾌﾗ老朽化

SSSS：社会：社会：社会：社会

人口動向

高齢化

ﾗｲﾌﾜｰｸ

生活環境

高齢者/介護

社会ｲﾝﾌﾗ老朽化

TTTT：技術：技術：技術：技術

ｸﾗｳﾄﾞ/ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ/ DCM/M2M

ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ関連技術

位置情報活用技術

ITS技術

医療/介護へのICT活用技術

ﾛﾎﾞｯﾄ関連活用

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術

次世代ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤技術（ｱｰｷﾃｸﾁｬ）

ﾌｫﾄﾆｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ技術（大容量、高速化）

ﾜｲﾔﾚｽﾈｯﾄﾜｰｸ技術

宇宙通信技術

省ｴﾈ化技術

その他革新技術

TTTT：技術：技術：技術：技術

ｸﾗｳﾄﾞ/ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ/ DCM/M2M

ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ関連技術

位置情報活用技術

ITS技術

医療/介護へのICT活用技術

ﾛﾎﾞｯﾄ関連活用

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ技術

次世代ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤技術（ｱｰｷﾃｸﾁｬ）

ﾌｫﾄﾆｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ技術（大容量、高速化）

ﾜｲﾔﾚｽﾈｯﾄﾜｰｸ技術

宇宙通信技術

省ｴﾈ化技術

その他革新技術
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事業機会抽出に向けた整理（個別概要）

PPPP：政策：政策：政策：政策

項目項目項目項目 動向動向動向動向

基本政策 経済再生政策、TPP

ICT Advanced Japan、研究開発戦略ﾏｯﾌﾟ、ICT標準化、新情報通信戦略

科学技術 5期科技計画、新「宇宙基本計画」、新「海洋基本計画」

ｸﾗｳﾄﾞ ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｸﾗｳﾄﾞｺﾝｿｰｼｱﾑ

情報ｾｷｭﾘﾃｨ

防災/消防 ｲﾝﾌﾗ防災/保全、消防

震災復興 「復興基本法」、「復興基本方針」、「復興工程表」

国土 国交省「主要政策」

道路･交通 次世代ITS、ASV、ITSｽﾎﾟｯﾄ、DSRC、歩車間通信、ｽﾏｰﾄｶｰ

電子行政 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ、政府共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ化、自治体ｸﾗｳﾄﾞ

防衛 新「防衛大綱」、新「中期防」

教育 教育情報化、教育ｸﾗｳﾄﾞ

産業 経産省「経済社会ﾋﾞｼﾞｮﾝ」、「融合新産業」

地域活性化 総合特区

新ｴﾈﾙｷﾞｰ 「革新的ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境戦略」、新「ｴﾈﾙｷﾞｰ基本計画」、再ｴﾈ特措法、固定価格買取制度、

発送電分離

ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨ 標準化、実証実験

ｽﾏｰﾄﾊｳｽ/ｽﾏｰﾄﾒｰﾀ 「日本型ｽﾏｰﾄﾊｳｽ普及拡大ｱｸｼｮﾝ」、ECHONET-Lite、920MHz帯解放

郵政/金融 郵政民営化

医療 医療IT化

農業 農業IT化

ﾒｶﾄﾛ ﾛﾎﾞｯﾄの普及

通信/放送 次世代PON、携帯ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ放送、総務省「ｽﾏｰﾄTV基本戦略」、無線周波数再配分、

ﾎﾜｲﾄｽﾍﾟｰｽ、WiFi標準化

環境/省ｴﾈ 新「地球環境温暖化対策」、新「ｸﾞﾘｰﾝ政策大綱」、東京都環境条例、京都議定書、

環境未来都市、温暖化対策税
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ｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨ

ｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨ

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査

ｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨ

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

ｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨ

ｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨｽﾏｰﾄｾｰﾌﾃｨ ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ ｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸｽﾏｰﾄﾜｰｸ 未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾋﾞｼﾞﾈｽ ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査未開拓資源探査

地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援地域経済支援

ｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌｾｰﾌティーﾗｲﾌ

1.1 OKI事業を取りまく外部動向事業を取りまく外部動向事業を取りまく外部動向事業を取りまく外部動向
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参考： 金の高齢化
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金の高齢化

◇ファイナンスの視点

→公共投資

→若者の雇用創出

年金資産をどう運用する?

伝統的投資:上場株式、債券

代替投資 :未公開株、不動産投資、

ヘッジファンド、商品投資

インフラ投資ファンド

GPIFはははは2012年末に運用資産年末に運用資産年末に運用資産年末に運用資産120兆円兆円兆円兆円

しかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回るしかし、支払い額が収入を数兆円上回る

GPIFはインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資はインフラ事業に投融資

する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随する欧米年金ファンドに追随

財政は逼迫している。しかし年金資産はたっぷりある。

◆2020年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責年までにアジアＮｏ１規模のインフラ・ファイナンス市場等の実現、社会的責

任投資を５倍増（任投資を５倍増（任投資を５倍増（任投資を５倍増（1兆円弱兆円弱兆円弱兆円弱⇒⇒⇒⇒５兆円）に５兆円）に５兆円）に５兆円）に

・・・東証の上場インフラ・ファンド市場創設3やＪＢＩＣ等のインフラ案件等に係る債権

流動化4等、現在検討が進む構想について、ユーザーのニーズを考慮し早期に実

現すべき。

・・・年金基金による投資環境整備のためのガイドライン(社会的責任投資の目的追

求と受託者責任が矛盾しない政策的条件の明確化）の策定を通じて、参入を拡大

し、社会的責任投資の世界標準を日本が牽引すべき。

◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議◆経済財政諮問会議2014年第年第年第年第2回資料回資料回資料回資料 (2014.2.20)

Point
長寿と社会モデルの転換
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第１世代の社会モデル

第２世代の社会

1990年ごろ

第３世代の社会モデル

若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で若い人の稼ぐ力で

世の中が回る世の中が回る世の中が回る世の中が回る

若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力若い人の稼ぐ力

(+)
高齢層の稼ぐ力と資産の稼ぐ力

で世の中が回るで世の中が回るで世の中が回るで世の中が回る
社会負担に耐えられる

社会インフラの整備

QoL、ライフスタイル

健康長寿

高齢者の活用

社会インフラ社会インフラ社会インフラ社会インフラ

標準型として標準型として標準型として標準型として

整備、既存整備、既存整備、既存整備、既存

75才以上人口急増問題才以上人口急増問題才以上人口急増問題才以上人口急増問題

介護負担・介護負担・介護負担・介護負担・貧困・認知症貧困・認知症貧困・認知症貧困・認知症

シニアの活用

「人生「人生「人生「人生90909090年時代」年時代」年時代」年時代」

シニアの力を生かす仕組みをシニアの力を生かす仕組みをシニアの力を生かす仕組みをシニアの力を生かす仕組みを

作らなければ、超高齢化社会作らなければ、超高齢化社会作らなければ、超高齢化社会作らなければ、超高齢化社会

を乗り切ることはできない。を乗り切ることはできない。を乗り切ることはできない。を乗り切ることはできない。

シニア前期シニア前期シニア前期シニア前期 60606060～～～～75757575才才才才::::

支援、介護されるのではなく、支援、介護されるのではなく、支援、介護されるのではなく、支援、介護されるのではなく、

シニアが支える側に回る。シニアが支える側に回る。シニアが支える側に回る。シニアが支える側に回る。

働ける環境の整備が必要働ける環境の整備が必要働ける環境の整備が必要働ける環境の整備が必要

(1) (1) (1) (1) 高齢者向け仕事づくり、高齢者向け仕事づくり、高齢者向け仕事づくり、高齢者向け仕事づくり、

(2) ICT(2) ICT(2) ICT(2) ICTによる仕事支援、による仕事支援、による仕事支援、による仕事支援、

(3) (3) (3) (3) コミュニティづくりコミュニティづくりコミュニティづくりコミュニティづくり

シニア後期シニア後期シニア後期シニア後期 75757575～～～～90909090才才才才::::

支援、介護の負担を軽減する支援、介護の負担を軽減する支援、介護の負担を軽減する支援、介護の負担を軽減する

社会システムと気力、体力の維社会システムと気力、体力の維社会システムと気力、体力の維社会システムと気力、体力の維

持。持。持。持。

(1) (1) (1) (1) ロボットロボットロボットロボット x ICTx ICTx ICTx ICT、、、、

(2) ICT(2) ICT(2) ICT(2) ICTによる健康管理・予防、による健康管理・予防、による健康管理・予防、による健康管理・予防、

(3) (3) (3) (3) ライフサポートライフサポートライフサポートライフサポート

ライフスタイルライフスタイルライフスタイルライフスタイル

自立度の変化パターン

－全国高齢者20年の追跡調査 (N=5715)ー

スマートプラチナ社会

87

閑話休題：社会イノベーションを支える投資

88

• 東証は2015年、インフラファンド市場を創設する。

再生可能エネルギーなどへ投資する。

• ソーシャルインパクト債：民間資金を公共サービスに充てる。

• ソーシャルベンチャーパートナーズ(SVP)

社会問題の解決を目指す起業家へ金を出す。

• クラウドファンディング

• ファンドレージィング

世界の社会的責任投資の市場規模

欧州

米国

カナダ

日本

その他8兆7580億ドル

3兆7400億ドル

5890億ドル

100億ドル

4710億ドル

• 社会的責任投資(1400兆円)は環境

など社会が抱える課題を考慮し投資

先を決める手法。

• 20世紀前半に教会が資産運用する

際に酒やたばこなどを扱う企業を投

資先から外したことが起源とされる。

8989

付録

PPPビジネス

ソーシャル

ビジネス

地域

ビジネス

公共性

事業性

革新性

社会性

事業性

革新性

地域性

社会性

事業性

社会課題

の解決

経済課題

の解決

10分野(H22)
①環境、②農業、③地域活性化・まちづくり、④教育・子育て、⑤文

化・芸術、⑥福祉・保健・医療、⑦人材育成・自立支援、⑧国際協

力、⑨IT・情報化、⑩社会的事業支援

47都道府県から121事例「ソーシャルビジネス・ケースブック」を策定

http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/sbcb/casebook.html

革新性⇒(湘南ロボケアセンター：

HALによる介護、リハビリ)

PPPビジネス、ソーシャルビジネス、地域ビジネス

90 9191

新しい消費行動：PPPビジネス、ソーシャルビジネス

エシカル

エコ

オーガニック リサイクル

フェアトレード

ビジネスとして成立

Fairtrade

Ethical

生産者

途上国の環境

に配慮した

製品づくり

企業

搾取せずに

適正価格で

購入する

消費者

割高だが

社会貢献

に満足

CSR、のように社会貢献が全面に出ない

高品質である。商品に魅力がある。

ある種ライフスタイルを提供している。

クラウドファンディング

世界市場規模では7800億円

日本は89億円(大和総研)
Ethical Cafe

92

価値創造

戦略的

課題解決

最低保障

安全確保

課題解決

民間資金

規制・監視緩い

集中的・選択的、革新性高い

公的資金＝税

規制・監視強い

公平的、保守性強い

社会インフラ

道路

行政サービス

警察・消防防衛

経済(社会)インフラ

有料・独立採算事業

電力事業

有料老人ホーム

官と民が競争している業界

宅配事業：郵政、ヤマト

教育事業：国立、公立、私立

輸送事業：国鉄(JR)、私鉄

・・

PPP for Innovation

補助金事業

新技術開発

社会課題解決型

Horizon 2020

PPPフロンティア

新規PPP-Biz.

リン資源の回収

下水処理、汚泥処理

焼却灰、肥料

まとめ：PPPフロンティア


